
第2章◆財政状況  
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図表2－3－9 年金種別別にみた年金総額の推移 一受給権者ベースー  

厚生年金  国共済  
老齢・退職年金  

年垣末          l 言十  老齢・退職年金  Ⅷ青年金  遺族年金  l  l    老齢・  諌老・    計  老齢・ 諌老・ 確言年金 遺族年金    退年灘当 通退相当    退年相当 嬬退相当   

平成   ●     ・■      一一            「     ■      「       －        二■       T ■   

巳  183，438 134，094 16．411  3．899  29，033     16，845 13，979   183   183  2．490   

8  189，722 138．338 17，056  3．904  30，423     16．935 13．935   193   181  2，615   

9  197，655 144，158 17，835  3，910  31，752     17，O13 13，888    200   180  2，736   

10  207，943 151，383 18．775  4，001 33，784     17，290 13，985   210   181  2．906   

216．023 156．716 19，580  4．064  35，663     17，331 13、880    217   180  3．045   

12  223，292 161，781 20，287  4，095  37，129     17，557 13，947    226   183  3，193   

13  228，204 164，588  20，898  4，130  38，587     17，534 13，803   234   184  3．305   

14  239、806 172，892  21，965  4．225  40．724     17，656 13．794   245   185  3，424   

15  246，729 178，098  22，536  4．223  41，872     17，690 13．732   258   186  3，507   

16  249，103 178，722  22，886  4，263  43，231     17，588 13，520   270   186  3，605   

17  253，435 181，326  23．071  4，297  44，740     17，621 13，433   282   187  3．712   

木・郎丁年暦増減凄い膏）  

8   3．4    3．2    3．9    0，1   4．8     0．5  △ 0．3    5，7  ∠ゝ 0，9    5，0   

9   4．2    4，2    4．6    0．1    4．4     0，5  △ 0．3    3．6  △ 0．6    4．6   

10   5．2    5．0    5．3    2．3    6．4     1．6    0．7    4．8    0．5    6．2   

3．9    3．5    4．3    1．6    5．6     0．2  △ 0．7    3．3  △ 0，7    4，8   

12   3．4    3．コ    3，6    0．8    4．1     l．3    0．5    4．1   1．7    4．8   

13   2．2   1．7    3．0    0．8    3．9     △ 0，1 △1．0    3．6    0．7    3．5   

14   5．1   5．0    5．1   2．3    5．5     0．7  ∠10．1   4．7    0．8    3．6   

15   2．9    3．0    2．6  ∠10．0    ニZ．8     0．2  △ 0．5    5．4    0．3    二三．4   

16   1．0    0．4    1，6    1．0    3、2     △ 0．6  △ L5    4．7    0．1   2．8   

17   1．7    1．5    0．8    0．8    3．5     0．2  △ 0．6    4．5    0．5    3．0   

蝿共済  私学共済  

年度末  老齢退職年金  
吉十  老齢・退職年金  l Ⅷ青年金  遺族年金  」  l    老齢・  通老・    計  老齢・ 嬬老・ 準嘗年金 遺族年金  

退年相当 遠退相当  退年相当 i車退相当   

平成   ・       － ■       － ■       一－       二■     億円    條円    債年    債円    債R   

巳  40．053  33．686    654    534  5．180     1，922  1．193    496  19    214   

8  40，437  33，769   659   531  5，479     2，043  い286   511  20   227   

9  41，059  34，088   662   528  5，780     2，117  1，340    516  19    241   

10  42，287  34，889   674   534  6，190     2，232  1，423    531  20    258   

42，901 35．165    675    536  6．526     2，327  1．489    540  21   278   

12  43，257  35，244    680    532  6，802     2，432  1．569    548  21   294   

13  43，789  35，463   702   535  7，089     2，497  1，615    551  21   309   

14  44．435  35，810    707    541  7．377     2，587  1，685   555  22   324   

15  44，892  36，031   708    546  7，607     2，675  1，758    559  22    337   

16  45，006  35，886   704    555  7，861     2，729  1，796   560  23   351   

17  45．471 36，052    705    566  8．149     2，803  1．849    565  24    366   

未‾ポ丁年摩増減率（％）  

8   1．0    0．2    0．8  △ 0．5    5．8     6．3    7．8    2，8    2．5    6．0   

9   1．5    0．9    0．5  △ 0．5    5．5     3．6    4，2   1．0  △ 2．0    6．4   

10   3．0    2．3    1．8    1．2    7．1     5．4    6．2    2．9    4．0    6．8   

1．5    0．8    0．1   0．2    5．4     4．3    4．7    l．7    2．2    7，6   

12   0，8    0．2    0．7  △ 0．6    4．2     4，5    5．4    1．6    ：：．8    5．8   

13   1．2    0．6    3．3    0．5    4，2     2．7    3．0    0．5    0．6    5．3   

14   1．5   1．0    0．8   1．1   4．1     3．6    4．3    0．8    1．9    4．8   

15   1．0    0．6    0．1   1．0    3．1     3．4    4．3    0．6    2．9    3．8   

16   0．3  △ 0．4  ∠＼0．6   1．7    3．3     2．0    2，2    0．2    3．0    4．2   

17   1、0    0．5    0．2    1．9    3．7     2．7    2．9   1．0    2．7    4．3   

国民年金 新法基礎年金と旧法国民年金  

年度末  老齢・退職年金   
計  

当当   
平成   － ■           － ●          ・ ■           －             ∴ ■   

7  79，731 61，091  4，361 11，866  2，413   

8  86．324  67．546  4．281 12．097  2．399   

9  93，767  74．846  4，185 12，344  2，391   

10  102，532  83，123  4，151 12，821  2，437   

110．700  90，629  4．059 13，216  2，796   

12  118．360  98，136  3，945 13．505  2．775   

13  125，830 105，494  3，821 13，782  2，733   

14  133，598 113，159  3．692 14，064  2，683   

15  139，433 119、062  3，522 14．236  2．613   

16  145，923 125，497  3，368 14，507  2，551   

17  153．501133．014  3．216 14，788  2，483   
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注1厚生年金の平成13年蜃以前は旧農林年金を含主ない。圭た、平成8年麿以前についてヰ）旧三共済が含圭れている  
注2 国共涛の「計」にri、船員給付及び公務災害給付か含圭れてし、る 
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第2章◆財政状況  

図表2－－3－10 年金総額の年金種別別構成割合の推移 一受給権者ベースー  
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第2章◆財政状況  

（4）老齢・退年相当の受給権者   

老齢・退年相当について、受給権者の男女構成、平均年齢、平均年金月額などの   

状況をみる。平成17年度末の老齢・退年相当の受給権者数は、厚生年金1，152万人、   

国民年金2，093万人（新法老齢基礎年金及び旧法国民年金の老齢年金受給権者数）、   

共済年金は国共済63万人、地共済158万人、私学共済9万人であった（図表2－3－11）。   

老齢・退年相当の受給権者に占める女性の割合は、被用者年金では私学共済が最   

も大きく39．3％、次いで地共済32．0％、厚生年金31．3％、国共済16．3％の順とな   

っている。国民年金は57．5％である。   

平均年齢は、被用者年金は各制度とも70～72歳程度である。－一方、国民年金は   

73．5歳と、被用者年金に比べて若丁高い。   

なお、表中、「老齢基礎年金等受給権者数24，340千人」とあるのは、老齢・退職   

年金の受給権を有する65歳以上の者（ただし老齢基礎年金の繰上げ受給を選択して   

いる65歳末満の者も含む。）の人数である。これは、老齢基礎年金受給権者数、旧   

国民年金法による老齢年金受給権者数、被用者年金の65歳以上の旧法老齢・退職年   

金の受給権者数のほか、旧法の通算老齢年金・通算退職年金の受給権者のうち、そ   

れぞれの年金を通算すれば、老齢・退年相当となる者の数を推計して加えたもので   

ある。  

図表2－3－11老齢・退年相当の受給権者数、平均年齢  一平成17年度末－  

区分   厚生年金  国共済   地共済  私学共済  国民年金  

新法基礎年金と  
旧法国民年金   

受給権者数   千人  千人  千人  千人  千人   千人   
計   11，523  633  1，578  89．3  20，929   

男性   7，918  530  1，073  54．2  

女性   3，605  103  505  35．1  12，040   

女性割合（％）   31．3  16．3  32．0  39．3  57．5   

平均年齢   歳  歳  歳  歳  
計   

歳  

70．9  72．4     72．0  70．2  73．5   

男性   70．6  72．3  71．9  69．6  72．4   

8，888  塵  
24，3‘40  

女性   71．7  73．1  72．2  71．2  74．3  

老齢・退職年金受給権者（老齢・退年相当）の年齢構成割合をみると（図表2－3－12）、  

国共済と地共済の分布は、厚生年金と私学共済に比べ、年齢の高い方にシフトして  

いる。  
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第2章◆財政状況  

図表2312 老齢・退職年金受給権者（老齢・退年相て！う）の年齢構成  

、ド成17年度来  

～5〔）   60へイ‖   65～69   70一＼－7′1  75～79   日O～8√4  85～  歳   

また、老齢・退職隼金受給権者（老齢・退牛用当）の平均年齢の推移をみると（図  

表2－3－13）、各制度とも年々卜昇しており、特に女性C7）伸びが大きい。  

図表2－－3－1こう 老齢・退職年金受給権者（老齢・退年相当）の平均年齢の推移  
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第2章◆財政状況  

（平均年金月額）   

平均年金月額注（老齢基礎年金分を含む）をみると（図表2－3－14）、地共済が最も  

高く22．3万円、次いで国共済20．9万円、私学共済20．7万円、厚生年金16・5万円  

（厚生年金基金代行分も含む）の順となっている。  

江 平均年金月額は受給権者の裁定年金額の平均値であり、在職老齢年金制度による支給停止等を考慮す  

る以前の額である。用語解説「平均年金月額」の項を参照のこと。   

平均年金月額の比較に際しては、  

①共済年金は、厚生年金に比べて、報酬比例部分に係る給付乗率が、いわゆる「職   

域部分に相当する分」高くなっていること  

②平均加入期間が長いと平均年金月額が高くなること  

③女性は男性に比べ平均年金月額が低いため、女性の受給権者数の割合が大きい   

と男女計でみた平均年金月額が低くなること  

等に留意する必要がある。  

図表2－3－14 老齢・退年相当の平均年金月額  一平成17年度末－  

国民年金  
区分   厚生年金  国共済  地共済  私学共済   新法基礎年金と  

旧法国民年金   

平均年金月額  円  円  円  円  円  

（老齢基礎年金分を含む）  

計  165，083  209，025  222，659  207，494     52，963   

男性   190，175 214，759 235，091 230，146     58，429   

女性   109，978 179，514 196，242 172，672     48，929   
女（男＝100）   57．8  83．6  83．5  75．0  83．7   

平均加入期間   月  月  月  月  月   

計   380  420  415  378  322  

男性   421  424  430  391  

289  402  384  359   女性  

繰上・繰下等除く平均年金月額注1  円  円  円  円  
注2  

（老齢基礎年金分を含む）  

計  168，507  222，729 230，671 215，952     57，975 5．8万円   

○繰上げ・繰下げ支給を選択し、年金額が本来の年金額よりも減額又は増額されている者を除く  
○特別支給の老齢・退職年金について、報酬比例部分の支給開始年齢60歳に達しているものの  

定額部分の支給開始年齢には到達していない者を除く。  
○ただし、国民年金については、減額支給されたものを除いた平均年金月額である  

注2  繰上げ・繰下げ支給分を除いた老齢基礎年金の平均年金月額である。  
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平均年金月額の計算に、1うたり、  

・繰上二げ・繰下‾げ支給を選択し、年金額が本来の咋金額よりも減額又は増額され   

ている者  

・特別支給の老齢・退職年金について、報酬比例部分は受給しているが定額部分   

は支給開始年齢に到達しておらず受給していない者（65歳末満の者に支給され   

る牛、紺」支給の老齢・退職年金については、、持戒13年度から定額部分の支給開始   

年齢の順次引卜げ（報酬比例部分は従束どおり60歳支給開始）が始まっている。）  

を除くと、地共折23．1ノー叩］、l司共済22．3万†」、私学共済2l．6万一l］、惇生隼金16．9  

ノ封I】（厚生年／金基金代行分も含む）となる。   

新法老齢娃礎年金については、繰卜げ・繰卜げを除いたものが平均5．8ノノ円とな  

る。 なお、練卜げ・繰卜げ支給を選択した老齢其礎隼金受給権者に係る分も含め、  

さらに旧国民年金法による老齢年金受給権者に係る分も含めると 5．3 方円（表中  

「52，963rり」）である。  

（女性の平均年金月額 一男女間の差が小さい国共済、地共済－）   

女性の平均年金月額（老齢基礎年金分を含む）をみると（l対表2－3－14）、厚生年  

金は11．0万Hであり升性（19．0ノニ叩］）の57．8％，とほぼ6割弱の水準であるのに対  

し、国共済は18．0万円であり男性（2l．5ノブ円）の83．6％の水準、地共済は19．6カ 

「1］であり乳性（23．5ノノドj）の83．5％の水準と、男女間の差が小さい。これは、国共  

済や地共済では、加入期間や1人当たり標準報酬月額の男女間の差が小さいためと  

考えられる。  
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（本来支給、特別支給の平均年金月額）   

老齢・退年相当の平均年金月額について、更に詳細な状況をみる。   

老齢・退職年金については、65歳が法律の本則上の支給開始年齢とされ、経過的  

に、60歳以上65歳未満には特別支給の老齢厚生（退職共済）年金が支給されてい  

る。平成6年の制度改正により、特別支給の定額部分の支給開始年齢が生年月日に  

応じて引き上げられたが、平成13年度以降、その対象者が年金を受給し始めている  

（用語解説の図3を参照）。こうした状況を見たのが図表2－3－15である。   

今後の年金の主要部分と考えられる新法における65歳以上の本来支給分の平均  

年金月額（老齢基礎年金分を含む）は、平成17年度末で厚生年金17．4万円、国共  

済22．3万円、地共済23．1万円、私学共済22．9万円となっており、老齢・退年相当  

全体の平均よりも高くなっている。   

65歳末摘までの新法特別支給分についてみると、62～64歳では、厚生年金が16．3  

～16．5万円、国共済が20．4～21．1万円、地共済が21．2～21．8万円、私学共済が18．8  

～19．9万円となっており、本来支給分（老齢基礎年金分を含む）より若丁低い水準  

である。→方、60歳～61歳については、他の年齢に比べ平均年金月額が低くなって  

いるが、これは、平成13年度から定額部分の支給開始年齢が順次引き上げられてお  

り、平成1ウ年度中に60歳、61歳に到達する男性（共済年金は男性と女性）、すな  

わち17年度末に 

部分のみの年金となっていることによる。なお、これらの者については、定額部分  

の支給開始年齢（それぞれ63歳、62歳）に到達した後は定額部分も含めた年金が  

支給されることとなる。  

（参考：平成17年度末に62歳、63歳、64歳の者の定額部分の支給開始年齢は、そ  

れぞれ62歳、61歳、61歳であり、既に定額部分も含めた年金が支給されている。）  
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図表2315 老齢・退隼相、駆）平均年金月額（詳細版） 半成17隼度末  
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図表2－3－16 平均年金月額の推移  一老齢・退年相当－  

○老齢基礎年金分を含む  

国民年金  
新法基礎年金と  
旧法区民年金  

年度末  厚生年金  国共済  地共済  私学共済  

成
7
8
9
1
0
‖
1
2
1
3
1
4
1
5
1
6
1
7
 
 

平
 
 

円  円  
171，478  216，304  

171，793  216，147  

172，168  215，781  

174，906  219，176  

176，161  220，062  

175，865  219，605  

172，795  217，058  

171，892  216，062  

169，658  213，447  

165，446  209，288  

165，083  209，025  

円  円  
232，691   218，302  

232，008  218，014  

231，810  217，599  

234，638  220，922  

235，604  221，772  

234，931  221，343  

232，333  216，495  

230，953  215，017  

227，775  212，121  

223，064  207，096  

222，659  207，494  

円  
44，656  

45，851  

46，982  

48，828  

50，047  

50，918  

51，622  

52，233  

52．261  

52，514  

52，963   

注 厚生年金の平成8年度以前は、旧三共済分は含むが、旧三共済に係る基  
礎年金額は含まない。また、平成13年度以前は旧農林年金を含まない。   

○老齢基礎年金分を含まない  

年度末  厚生年金  国共済  地共済  私学共済  

成
7
8
9
1
0
‖
1
2
1
3
1
4
1
5
1
6
1
7
 
 

平
 
 

円  円  
155，814  206，265  

153，534  203，724  

153，578  200，846  

153，523  201，242  

152，207  199，261  

149，564   196，201  

144，584   191，367  

142，017  188，413  

138，832   184，669  

133，374   179，067  

131，132  176，827  

円  円  
22l，687  202，671  

218，158  199，788  

214，859   196，547  

215，515  196，978  

213，615  195，315  

210，629   192，790  

206，105   186，302  

202，839   183，529  

198，664   180，122  

192，706   174，090  

190，441   172，474  

注 厚生年金の平成13年度以前は旧農林年金を含まない。  
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（平均年金月額の推移）   

老齢基礎年金分を含む平均年金月額の推移をみると（図表2－3－16）、被用者年金  

では、平成17年度の対前年度増減率が、厚生年金0．2％減、国共済0．1％減、地共  

済0．2％減、私学共済0．2％増となり、私学共済が数牛ぶりに増加したほか、他制度  

の減少も小幅に留まった。平成17年度は、物価スライドによる年金改定がなく、平  

均年金ノj額に影響をJナえていないことが背景にある。  

一方、国民年金の平均年金ノj額（新法老齢基礎年金とl「個民年金の老齢年金の、ド  

均）は増加を続けており、平成17年度は対前年度0．9％の増加で、52，963円となっ  

た。   

老齢基礎年金分を含まない平均年金月額でみると、被用者年金では平成8年度以  

降、平成10年度を除き、総じて減少を続けている。  

（平均加入期間 一各制度とも伸長、特に国民年金で大きな伸び－）   

次に、平均年金月額の動向に影響を与える平均加入期間の動向をみる（図表  

2－3－17）。  

図表2－3－17 平均加入期間の推移  一老齢・退年相当嶋  

注 惇生年金の平成13年度以前はIH農林年金を含まない。。  
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平均加入期間は各制度とも年々伸長してきているが、特に国民年金は平成7年度  

以降でみて、平成7年度の241ケ月から平成17年度の322ケ月まで、年7～10ケ  

月の増加となっている。   

この間、被用者年金は、伸びの大きい厚生年金、私学共済でも、牛2～4 ケ月程  

度の伸びである。なお、国共済と地共済の加入期間の伸びは、厚生年金などに比べ  

て小さい。  
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（平均年金月額の減少要因）   

被用者年金の平均年金月額は、平均加入期間が伸長するものの、最近では減少傾  

向を示していることになるが、その要因として次のことが考えられる。   

・給付乗率の小さい年金が年々加わってくること  

※給付乗率は、昭和2年4月1日以前生まれの1000分の7．308から昭和21年4月2日  

以後生まれの者の1000分の5．481まで、生年月日に応じて徐々に小さくなるように  

定められている。   

・平成15、16年度の減少については、年金の物価スライドがそれぞれ0．9％、0．3％  

の引下げであったこと   

・平成8、9、12～14、17年度については、物価スライドによる年金改定がなく、  

平均年金月額の増加要因とならなかったこと   

・平成13年度の減少については、13年度中に60歳に到達する男性（共済年金は  

男性と女性）から、特別支給の老齢・退職年金の定額部分の支給開始年齢が61  

歳に引き上げられており、13年度末ではそれらの者について定額部分のない報  

酬比例のみの年金となっていること  

※平成14、15年度については、当該年度中に60歳に到達する男性（共済年金は男性と  

女性）の定額部分の支給開始年齢がそれぞれ61歳、62歳となっているが、年度末に  

60歳の者について定額部分のない年金になっているという状況は13年度と同じであ  

り、平均年金月額の減少要因となっていない。  

・平成16年度の減少については、16年度中に61歳に到達する男性（共済年金は  

男性と女性）から、特別支給の老齢・退職年金の定額部分の支給開始年齢が62  

歳に引き上げられており、16年度末ではそれらの者について定額部分のない報  

酬比例のみの年金となっていること（14、15年度の状況とは異なり、61歳の  

者についても新たに定額部分のない年金になった。）  

※平成17年度については、年度末に60歳、61歳の者について定額部分のない年金に  

なっているという状況は16年度と同じであり、平均年金月額の減少要因となってい  

ない。  
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4 財政指標の現状及び推移  

ここまで財政収支卜の各項目について現状と推移をみてきたが、財政状況をより的   

確に把握するためには、各項目の動きを総合的に捉える必要がある。例えば、給付費   

の動きは、保険料収入や標準報酬総額の動きと併せてみることが必要であろう。   

牛金数理部会では、従来より、制度の成熟度を表す年金扶養比率、総合費用率、独   

自給付費用率、収支状況を表す収支比率、積、ヒ状況を表す積立比率の5つの財政指標   

を作成し、財政状況把握の一助としているところである。また、平成14年度から、年   

金扶養比率を補完する指標として、年金種別費用率を作成している。  

（1）財政指標の定義及び意味   

○年金扶養比率   

年金扶養比率は、「被保険者数」の「老齢・退牛相当の老齢・退職年金受給権者数」   

に対する比であり、1人の老齢・退年相†当の受給権者を何人の被保険者で支えてい   

るかを表す指標である。  

年度末被保険者数  年金扶養比率＝   

年度末老齢・退職年金受給権者数（老齢・退年相当）   

年金扶養比率が高いというこ とは、1人の老齢・退年相当の受給権者を支える被  

保険者数が多いことを意味する。   

一般に、年金扶養比率は、年金制度の発足後しばらくは高く、やがて次第に低く  

なってくるという経過を辿る。最初のうちは、加入期間が良くて老齢・退年相当の  

扱いを受ける受給権者が被保険者に比べて少ないが、やがて時間が経っに連れ、加  

入期間の良い受給権者が相対的に増えてくる（溜まってくる）からである。この現  

象を年金制度の成熟化というが、年金扶養比率は、制度の成熟状況を人数ベースで  

表すものである。   

また、賦課方式の考え方をとる年金制度にあっては、一般に、年金扶養比率が低  

いことは被保険者の負担が大きいことを、年金扶養比率が高いことは被保険者の負  

担が小さいことを意味する。  
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○総合費用率   

総合費用率は、支出額のうち自前で財源を用意しなければならない分である「実  

質的な支出一国庫・公経済負担」を、標準報酬総額に対する百分比として捉えた指  

標である。  、
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 実質的な支出一国庫・公経済負担  総合費用率＝   ×100   

標準報酬総額  

ここで、実質的な支出とは、給付費、基礎年金拠出金などの支出項目の合計から、  

給付費の一十部に充てられる基礎年金交付金、追加費用などの収入項目を控除して得  

られる額である注。「実質的な支出一国庫・公経済負担」は、保険料・積立金・運用  

収入で賄う必要のある支出額、言い換えると、制度が自前で財源を用意しなくては  

ならない支出額である。  

注 具体的な算式は用語解説「実質的な支出」の項を参照のこと。   
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総合費用率は、自前で財源を用意しなければならない費用の水準を標準報酬総額  

に対する比で捉えたもので、年金財政を把握する上で基本的なものである。   

また、総合費用率は、年金扶養比率の被保険者数を被保険者の標準報酬総額に、  

受給権者数を「実質的な支出一国庫・公経済負担」に置き換えたものとみれば、制  

度の成熟状況を金額ベースで表したものと言える（ただし年金扶養比率とは逆に、  

制度の成熟と共に上昇する。）。   

さらに総合費用率は、完全な賦課方式（積立金及びその運用収入がない）で財政  

運営を行う場合の保険料率に相当する。この意味で、総合費用率のことを純賦課保  

険料率ということもある。総合費用率と保険料率を比較すると、一般に、総合費用  

率が保険料率より低い場合には、保険料で当年度の費用を賄えていることを示して  

いる。 一方、高い場合には、保険料を全て充てても不足する分について運用収入を  

充て、さらに不足する分がある場合には、積立金の取崩し等、他の方法も用いて賄  

っていることを示している。   

なお、平成15年度より、保険料の賦課が「標準報酬月額ベース」から「総報酬ベ  

ース」に変更されている。このため、本稿では、特に断らない限り、平成14年度ま  

では「標準報酬月額ベース」、平成15年度以降は「総報酬ベース」とした（独自給  

付費用率、基礎年金費用率、年金種別費用率も同様）。また、自営業者等を対象とす  

る国民年金については、報酬概念がないことから総合費用率は作成されない。  
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○独自給付責用率、基礎年金責用率   

総合費用率の計算式における分子「実質的な支出－一国庫・公経済負担」を、基礎  

年金以外に関する支出（以卜、独自給付に関する支出という）と基礎年金に関する  

支出に分けて考えてみる。  

独自給付に関する支出＝実質的な支出一国庫・公経済負担  

一基礎年金拠出金（国庫・公経済負担分除く）注   

基礎隼金に関する支出＝基礎年金拠出金（国庫・公経済負担分除く）住  

江 基礎年金拠出金（国庫・公経済負担分除く）としているのは、国庫・公経済負担の中に基礎年金拠出   

金に係る国庫・公経済負担分が含まれているからである。、   

これらを、標準報酬総額に対する百分比として捉えた指標を、それぞれ独自給付  

費用率、基礎年金費用率という。  

国庫・公経済  

負担分除く  
実質的な支出一国庫・公経済負担一基礎年金拠出金  

独自給付費用率＝  
標準報酬総額  

基礎年金拠出金（国庫・公経済負・担分除く）  
基礎年金費用率  ×100   

標準報酬総額  

これらは、自前で用意しなければならない費用のうち、独自給付にかかる費用、  

基礎年金にかかる費用を、標準報酬総額に対する比で捉えたものである。  

なお、定義より  

総合費用率＝独自給付費用率＋基礎年金費用率  

が成り立つ。  

○収支比率   

収支比率は、支出額のうち自前で財源を用意しなければならない分である「実質  

的な支仕上一国庫・公経済負担」を「保険料収入＋運用収入」に対する百分比で捉え  

た指標である。  

実質的な支出一国庫・公経済負担  
収支比率＝   ×100   

保険料収入十運用収入  

一 69 －  



第2章◆財政状況   

収支比率が100％以下なら、自前で財源を用意しなければならない分を保険料収  

入と運用収入で賄えているが、100％を超えると、積立金の取崩し等、他の方法が必  

要な状況にある。  

○積立比率   

積立比率は、積立金が、支出額のうち自前で財源を用意しなければならない分の  

何年分に相当するかを表す指標であり、前年度末積立金の当該年度の「実質的な支  

出一国庫・公経済負担」に対する比である。  

前年度末積立金  積立比率＝   

実質的な支出一国庫・公経済負担   

なお、積立比率に似た概念として、積立度合がある。積立度合は、前年度末に保  

有する積立金が、国庫・公経済負担や追加費用を含めた実質的な支出総額（＝実質  

的な支出＋追加費用）の何年分に相当しているかを表す指標であり、前年度末に保  

有する積立金が、実質的な支出のうち、保険料拠出によって賄う部分（国庫・公経  

済負担を除いた部分）の何年分に相当しているかを表す積立比率とは異なる。  

前年度末積立金  
積立度合＝   

実質的な支出＋追加費用  

（積立比率の分子）  

（積立比率の分母）＋国庫・公経済負担＋追加費用   

積立比率は、積立金の水準を負担面から見る指標であるのに対し、積立度合は、  

積立金の水準を給付面から見る指標であると言える。本稿では、財政状況をみると  

いう観点から、「法律によって手当てされることが定められている国庫・公経済負担  

や追加費用の影響を除き、その制度が自前で財源を調達している費用と比べて、ど  

の程度積立金をもっているか」を示す積立比率で分析を行っている。  
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○年金種別費用率   

前述の年金扶養比率は、人数を基準として成熟の度合を示す指標であり、その分  

子には「老齢・退年相当の受給権者数」を用いている。しかしながら、年金制度に  

は、他にも適老・通退相当や遺族年金、障害年金があり、それらを受給している人  

数は年金扶養比率には反映されていない。このため、年金扶養比率を補完する指標  

として、次の年金種別費用率（老齢費用率、障害費用率、遺族費用率）を作成し、  

年金扶養比率をみる際にあわせて評価している。  

「実質的な支出一国庫・公経済負担」のうち老齢給付に相当する額  老齢費用率＝  ×100  
標準報酬総額  

「実質的な支rl1一国庫・公経済負担」のうち障害給付に相当する額  障害費用率＝  ×100  
標準報酬総額  

「実質的な支出一国庫・公経済負担」のうち遺族給付に相当する額  遺族費用率＝  ×100  
標準報酬総額  

注 「実質的な支出一国庫・公経済負担」のうち拠出金に相当する分については、老齢給付に  

相当する額、障害給付に相当する額、遺族給付に相当する額のいずれにも含まれない。   

年金種別費用率は、支出額のうち自前で財源を用意しなければならない分である  

「実質的な支出…国庫・公経済負担」のうち、各年金種別の給付（老齢給付、障害  

給付、遺族給付）に相当する額を、標準報酬総額に対する百分比として捉えた指標  

である。  

なお、総合費用率と年金種別費用率には、以下のような関係がある。  

総合費用率   

＝ 老齢費用率 ＋ 障害費用率 ＋ 遺族費用率 十 その他（拠出金）の費用率  
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（2）年金扶養比率 一高い私学共済、低い国共済、地共済。各制度とも低下一   

平成17年度末の年金扶養比率は、私学共済が5．02で最も高く、次いで厚生年金   

2．87、地共済1．95、国共済1．71の順となっている。 また、国民年金については、   

分子に第1～3号被保険者数、分母に老齢基礎年金等受給権者数を用いて算出する   

と2．87である（図表2－4－1）。   

年金扶養比率の高い私学共済は、成熟が厚生年金などに比べて進んでいない制度、   

逆に年金扶養比率の低い国共済、地共済は成熟が進んでいる制度といえる。  

図表2－4－1年金扶養比率  一平成17年度末－  

区分   厚生年金  国共済   地共済  私学共済  国民年金   

千人  千人  千人  千人  千人  

被保険者数  33，022  1，082  3，069  448．1   69，878   

老齢・退年相当   11，523  633  1，578  89．3  24，340   

年金扶養比率   2．87  1．71  1．95  5．02  2．87   

注 国民年金については、分子を第1～3号被保険者数、分母を  
老齢基礎年金等受給権者数として算出した。   

一般に年金扶養比率が低いことは、疑武課方式の制度にあっては被保険者の負担が  

大きいことを意味する。国共済と地共済の年金扶養比率が低いのは、制度発足前の  

恩給公務員期間等が加入期間とみなされるため、年金扶養比率の分母が多くなって  

いることが一一因と思われる。しかし、国共済と地共済の場合、制度発足前の恩給公  

務員期間等に係る分が全額事業主（国文は地方公共団体等）負担であって、保険料  

負担となっていないことから、他制度に比べて負担が大きいとは必ずしもいえない。   

年金扶養比率の推移をみると（図表2－4－2、2－4－3）、各制度とも一貫して低下し  

てきている。特に私学共済で低下幅が大きく、被保険者の適用拡大により被保険者  

数が大きく増加した平成14年度を除き、毎年度0．2ポイント以上低下する状況であ  

ったが、17年度は0．12ポイントの低下となり、これまでに比べ低下幅が小さかっ  

た。厚生年金も比較的低下幅が大きく、毎年度概ね0．2ポイント前後の低Fという  

状況であったが、平成16年度以降は被保険者数が増加した影響で、0．1ポイント未  

満の低下に留まっている。 一方、国共済や地共済では、毎年度0．1ポイント未満の  

低下となっており、低下幅が小さい。  
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図表2－42 年金扶養比率の推移  
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図表2十卜3 年金扶養比率の推移  
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第2章◆財政状況   

平成17年度の年金種別費用率をみると（図表2－4－4、245）、厚生年金の老齢費  

用率、障害費用率、遺族費用率は、それぞれ10．2％、0．2％、2．5％、国共済は10．5％、  

0．1％、2．2％、地共済は10．4％、0．1％、1．8％、私学共済は6．7％、0．1％、1．2％  

となっている。  

図表2－4－4 年金種別費用率  一平成17年度－  

．
q
L
。
～
1
 
J
■
二
。
＝
－
1
一
－
 
1
1
も
 
 

区分   厚生年金  国共済  地共済  私学共済   

％  ％  ％  ％  

老齢費用率  10．2  10．5  10．4  6．7   

障害費用率   0．2  0．1  0．1  0．1   

遺族費用率   2．5  2．2  1．8  1．2   

（参考：総合費用率）   17．8  16．7  16．2  11．8   
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注 厚生隼金は決算ベースであり、厚生年金展金による代行分を含まない。  

図表2－4－5 年金種別費用率  一平成17年度  
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私学共済  

0  2  ／1  6  8  10  12  1′1   

各制度の年金種別費用率の推移は、図表2－4－6のとおりである。   

また、年金種別費用率の総合費用率に対する構成割合の推移をみたものが、図表  

2－4－7である。厚生年金、国共済、地共済では、ここ数年、老齢費用率の構成割合  

が低下してきているが、私学共済では上昇している。なお、総合費用率は、老齢費  

用率、障害費用率、遺族費用率、その他（拠出金）の費用率に分解されるため、年  

金種別費用率の構成割合は、その他の費用率の影響を受けることに留意する必要が  

ある。  
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図表2：－4－6 年金種別費用率の推移  

厚生年金  
年度  

国共済  

老齢費用率  障害費用率  遺族費用率  老齢費用率  障害費用率  遺族費用率   

平成   ％）  ％  ％  ％  ％  ％   

14   く11．5〉  く0．2〉  く2．8〉  く14．5〉  く0．1〉  く2．9〉   

15  10．0  0．2  2．4  11．3  0．1  2．3  

く12．0〉  く0．2〉  く2．9〉  く15．1〉  く0．2〉  く3．1〉  

16  10．2  0．2  2．5  10．8  0．1  2．2  

く12．2〉  く0．3〉  く2．9〉  〈14．5〉  く0．1〉  〈3．0〉  

17  10．2  0．2  2．5  10．5  0．1  2．2  

く12．2〉  く0．2〉  く3．0〉  く14．0〉  く0．1〉  く3．0〉   

地共済  
年度  

私学共済  

老齢費用率  障害費用率  遺族費用率  老齢費用率  障害費用率  遺族費用率   

平成   r滝  ％）  （沫，  ％  ％  ％   

＝   く11．6〉  く0．1〉  く1．8〉  く8．3〉  く01〉  く14〉   

9．6  0．1  1．5  6．3  0．1  1．l  

く12．7〉  〈0．1〉  〈2．0〉  く8．5〉  く0．1〉  く1．5〉  

16; 10．0  0．1  1．6  6．5  0．1  1．l  

く13．3〉  く0．1〉  く2．1〉  く8．8〉  く0．1〉  く1．5〉  

17  10．4  0．1  1．8  6．7  0．1  1．2  

く13．9〉  く0．1〉  く2．4〉  く8．9〉  く0．1〉  くl．6〉   

托1平成15年度以降は総報酬ベース＿の数値である。また、く〉内は「標準報酬月額ベー  

ス」（／）£こ値である。  

注2 厚生年金は決算ベースであり、厚生年金基金による代行分を含まない。  

図表2：－4－7 年金種別費用率の総合費用率に対する構成割合の推移  

厚生年金  国共済  
年度  

老齢費用率  障害費用率  遺族費用率  老齢費用率  障害費用率  遺族費用率   

平成   ％  一宮，  ％  ％  ％   

14   58．1  1．0  13．9  65．4  0．7  13．0   

15   58．0  0．9  13，8  64．9  0．7  13．1   

16   57．5  0．9  14．1  63．1  0．6  13．0   

17   57．1  0．9  14，3  62．6  0．6  13．4   

地共済  私学共済  
年度  

老齢費用率  障害費用率  遺族費用率  老齢費用率  障害費用率  遺族費用率   

、平成   ％  ％  ％  ％  ％  ％   

14   66．3  0．7  10．4  58．1  0．6  10．2   

15   66．7  0．7  10．5  56．1  0．6  9．8   

16   64．6  0．7  10．4  56．6  0．6  9．9   

17   64．1  0．7  11．1  56．8  0．6  10．0   

往 厚生年金は決算ベースで あり、厚生年金基金による代行分を含まない、1  
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（3）総合費用率   

平成17年度の総合費用率は、厚生年金が最も高く17．8％、次いで国共済16．7％、  

地共済16．2％、私学共済11．8％の順となっている（図表2－4－8、2－4－9）。   

国共済の総合費用率は、平成15年度まで上昇傾向にあり高い水準で推移してきた  

が、平成16年度、17年度と2年連続の低下となっている。これには、平成16年度  

から国共済と地共済の財政単位の一元化に伴う財政調整拠出金制度が導入され、地  

共済から国共済へ、16年度に708億円（1年度分の2分の1に相当する額）、17年  

度に1，172億円（1年度分）の財政調整拠出金が拠出されていることが、大きく影  

響している。この財政調整拠出金により、国共済の実質的な支出が減少し、総合費  

用率が平成16年度で1．0ポイント程度、17年度で1．7ポイント程度低く抑えられ  

ている山一方、地共済の総合費用率は16年度で0．3ポイント程度、17年度で0．5ポ  

イント程度高くなっているものと考えられる。   

なお、平成15年度から総報酬制が導入され、「報酬」の中に賞与も含まれるよう  

になった。このため、標準報酬総額が使われる総合費用率、独自給付費用率等は、  

平成15年度前と以後とでは接続しないことに留意する必要がある。本稿では、過去   

との比較のため、参考として、平成15年度以降の標準報酬月額ベースでの率も併記   

している。   

総合費用率の推移をみると、各制度とも上昇傾向にある。平成7年度以降でみて  

上昇幅が大きかったのは厚生年金であり、標準報酬月額ベースでみると、平成7年  

度の13．7％から平成17年度の21．3％（総報酬ベースでは17．8％）まで、10年間で   

7．6ポイントの上昇であった。   

総合費用率の上昇は、主に分子の「実質的な支出一国庫・公経済負担」が増加す   

る一方で、分母の標準報酬総額が減少する、又は増加しても分子ほど増加しないこ   

とによる（図表2－4－10）。分子の「実質的な支出一国庫・公経済負担」の推移をみ   

ると、財政調整拠出金収入の影響等で国共済が平成16年度、17年度に減少してい   

る以外は、各制度とも年々増加を続けている。平成17年度の対前年度増減率をみる   

と、厚生年金1．4％増、国共済2／4％減、地共済3．7％増、私学共済3．0％増となっ   

ている。 これに対し、分母の標準報酬総額は、厚生年金1．3％増、国共済0．1％減、  

地共済1．5％減、私学共済0．9％増である。その結果、平成17年度の総合費用率は、  

地共済が0．8ポイント、私学共済が0．3ポイント上昇し、厚生年金が横ばい、国共   

済が0．4ポイント減少するところとなった。  
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図表248 総合費用率の推移  
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図表2－4－9 総合費用率の推移   

7   8  9  ＝） 11 12 13  ト1 15 16 17   

汗 紺糸鋸主標準報酬パ鰍バースである 
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図表2－4－10 総合費用率、独自給付費用率の分子、分母  

対前年度増減率  

私学共済  厚生年金  地共済   国共済  

％  ％  ％  億円  億円  億円  億円  

A 実質的な支出国庫・公経済負担（総合費用率の分子）  
22，208  1，774  

22，486  1，870  
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く2．8〉 く△0．7〉   く1．6〉  

〈0．5〉  く0．0〉   〈1．3〉  

く1．7〉   

く3．7〉  

く△0．7〉  

く△1．9〉  

く△0．6〉  

く△0．7〉  

0
 

8
9
1
1
2
1
3
1
4
1
5
 
 

く0．1〉 〈△1．0〉 く△0．5〉  く5．5〉  

く△1．2〉 〈△2．2〉 く△2．2〉  く1．4〉  

0．7  △0．5  △1．0  0．7  

く0．6〉 く△0．5〉 く△1．5〉   く1．5〉  

1．3  △0．1  △1．5  0．9  

く1．3〉  く0．3〉 く△1．1〉  く1．4〉  

∴」とこ⊥⊥しここ●……＿＿しここ」⊥こ」” ししし∴一二⊥・ 川⊥＿＝こ1」▲Jニし呈＿＿……＿…＿＿＿＿‖．  
26，076  

く19，275〉  

26，263  

く19，572〉  

26，495  

く19，845〉  

1，458，725  

く1，219，199〉  

1，468，506  

く1，226，226〉  

1，487，083  

く1，242，451〉  

71，088  

く52，860〉  

70，717  

く52，582〉  

70，654  

〈52，733〉  

228，236  

く171，616〉  

225，979  

く169，031〉  

222，616  

〈167，237〉  

注1厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を、平成13年度以前は旧農林年金を含まない。  

注2 地共済の標準報酬総額及び1人当たり標準報酬額は、総報酬ベース若しくは標準報酬月額  

ベースに換算した場合の額である。  

注3 く 〉は、標準報酬月額ベースの値である。  
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第2章◆財政状況   

前述のように、総合費用率は、完全な賦課方式（積立金及びその運用収入がない）  

で財政運営を行う場合の保険料率に相当する。   

総合費用率と保険料率の推移をみると（図表2－4－11）、平成17年度では各制度とも  

総合費用率が保険料率より高い状況であり、当年度の費用を賄うのに、保険料に加え  

運用収入等を充てている状況である。   

なお、厚生年金の総合費用率は決算ベースであり、厚生年金基金による代行分を含  

んでいないことに留意する必要がある。  

図表2－4－11総合費用率と保険料率の推移  

厚生年金  国共済   地共済   私学共済  
年度  

総合費用率  保険料率  総合費用率 保険料率  総合費用率 保険料率  総合費用率  保険料率   
平成   ー‰  ％   ％，  （H，   （パ，  〔 ，   ％   し昌一   

7   くユ3．7〉  16．5   J13．2〉  15．8・′4   」0．8〉  12．8   

8   く1‘4．6〉  17∴i5   √13．1〉  16．5（1   く11．2〉  12．8   

9   イ、ユ5．1〉  17．35   √13．5〉  16．56   く11．8〉  13．3   

10   く16∴i〉  17．35   くト1．5〉  16．56   く12．5〉  13．3   

く17．0〉  17．35   ＼、′15．4〉  16．56   く13．1〉  13∴i   

12   ㌧こ17．9〉   ユ7∴i5   く16．1：〉  16．56   √13．8〉  13．3   

13   く1とう．8〉  17∴う5   く16．7〉  1〔）．56   〔14．3〉  13．3   

く」7 5〉  16 56  し14 2〉  13 3   14  く19．鋸〉 二7．こう5  17∴4   ト4∴iH   1′4．4   12．96   11．3  10．46   

16  17．1   14．509   15．4   】3∴iH4   11．5  10．46   

17   17・8‖・288  16．7    ト1．638   16．2   13．738   11．8  10．81こi   

注l 総合費用率欄のくJは標準報酬日額ベース‾ごある  
柱2 厚生年金の総合費用率は決算／く－「ス であり、厚生年金基金に上る代行分を含まない  

注：う 保険料率は、平成＝年度以前H標準報酬月額ベー∵ス、平成15年度以降は総報酬／く－一スリ）数値であり、本人負担  
分の2倍を掲げたノ また、年度り）途中で保険料率が引きl二げ仁）れた場合には、引ヒげ後の保険料率を掲げた「  

注4 厚生年金の被保険者〝）うち、坑内員及び船員げ）保険料率、「i本鉄道、日本電信電話及び日本たばこ産業の各旧  
共1済組合♂）適用法人及び指定法人であった適用事業所に使用される被保険者に係る保険料率、農林漁業団体等  
の適用事業所に使用される披保険者に係る保険料率に／〕いては、図表215に掲げる率である  
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第2章◆財政状況  

（厚生年金相当部分に係る総合費用率）   

共済年金には、厚生年金にない「職域部分」があるため、制度間で総合費用率を  

比較する際には、同じ給付条件にした場合で比較することも必要である。このため、  

各共済について、職域部分を除いた「厚生年金相当部分」に係る総合費用率をみる  

と（図表2－4－12、図表2－4－13）、平成17年度では、厚生年金（実績推計）の18．8％  

に比べ、国共済は3．3ポイント、地共済は3．9ポイント、私学共済は7．8ポイント  

それぞれ低くなっている。 これは、国共済、地共済については、厚生年金に比べ1  

人当たり標準報酬額が高いことが、私学共済については、厚生年金に比べ年金扶養  

比率が高い（換言すると、成熟が進んでいない）ことなどが要因であると考えられ  

る。  
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第2章◆財政状況  

l叉l表2∠卜12 厚／巨隼金相当部分に係る総合費用率の推移  

H共済   地代済   私′芋甚済  

隼度  実績   尖績   ノ丈績  

（推計）   （推計）   （推計）   

、n成  〔 
（）′／   ／＝  

10  ㌧1R．5ヽ  くlこi．5〉  く12∴う〉   

く19．0：二〉   く卜1．2〉   く12．8〉   

12   く19．2〉   く15．0ニ＞   〈1ニi∴1〉   

く1tう．H）   く15．5〉   く1：う．7〉   

‖   く20．5〉   く16∴j〉   く1ニう∴1〉   

16．2   lニう∴う   10．5  

く21．7）   で17．7：＞   くト1．2〉  

16  15．ミ）   ‖．2   1（）．7  

㌧：21∴巨   く1日．〔）〉   く卜1∴ノ1〉  

17  15．5   巨L9   11．0  

く20．バ）   く10．H〉   くト1．7：〉   

厚生年金  

実績  

推計  
（）′で｝  （ゾ 

く1（う．3J  

く17．0〉  

く17．9：＞  く1日．5：＞  

く1日．R〉  く19．6〉  

く19．8〉  く20．7〉  

17．こう  IR．i  

く20．7〉  く21．7〉  

17．8  1とう．8  

く21∴う〉  く22．5二〉  

17．8  18．円  

く21∴う〉  〈22．5〉  

汗1 ノ・招升一1干しけ美綺拙汁に／〕いては、川語解調「J【一j二′巨隼金の美綺推〃」〔ノ）項を参照択こと  

汗2 ㌧ 〉は標準報酬廿紬ベース〃）伯であろ  

往こ∃ 二二でトL告臓城部分をl探し、た給什抒としyご、帖は川用16叫二改1上前）揖芹イ巨胤こ／〕いて  

け 一定割合を釆じろことに上／〕て箱‖1Lた裾を、粧法甘酢隼凰二／〕いては隼度末の決定  

牛金紬を川い、②H碑仏神、江川L】費川＝二給イ、】‘脚友分で推計した裾を川いて算HLている  

凶表2－一4－13 厚牛年金相当部分に係る総合費用率の推移  

15  16  17  

年度   
10  11  12  13  1／1   

往 細練は標準種酬川村ベースである 
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第2章◆財政状況  

（4）独自給付費用率、基礎年金費用率   

平成17年度の独自給付費用率は、厚生年金が12．9％、国共済が12．9％、地共済  

が13．0％と同程度の率となっている一方で、私学共済は8．2％と低くなっている（図  

表2－4－14、2－4－15）。   

対前年度増減差をみると、平成16年度、17年度には、国共済がそれぞれ0．5ポ  

イント、0．3ポイントの低下となっている→方で、地共済はそれぞれ0．8ポイント、  

0．9ポイントの上昇となっている。これには、国共済、地共済間で、両制度の独自  

給付費用率を同じにするように「費用負担平準化のための財政調整」が行われてい  

ることが影響している。16年度から開始された財政調整（16年度は1年度分の2分  

の1）が17年度から満年度化しており、これに伴い、17年度の両制度の独自給付  

費用率は同程度となっている。   

基礎年金費用率は、厚生年金が最も高く 4．9％、次いで国共済3．9％、私学共済  

3・6％、地共済3．3％の順となっている（図表2－4－16、2－4－17）。基礎年金費用率が  

制度間でこのように異なるのは、1人当たり標準報酬額や第2号・第3号被保険者  

の比率が制度間で異なることによる（図表2－2－11、2－1－21）。   

平成16年度と比べると、各制度とも横ばいとなっている。  
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第2章◆財政状況  

「稟」表2∬4－14 独自給付費用率の推移  

私乍比済  地代済  川代済  厚牛隼企  

（シー，  ） 

く1（）∴う〉  く7．5′＼  

rl（）．1二、  く7．HJ  

＼川．′1〉  ㌧H．1ン  

く11．こ； こH．（）〉  

く11．リ＼  くり．こうJ  

こ12．5ン）  ＼リ．7J  

く1：う．り＼  ㌧1（〕．仁  

く1こi．7 （10．1：♪  

（）  り  （）  

、（う．‡j  （15．2ノ  

J10．（ト  ㌧／1F；．6〉  

、11．卜  く15．5ン  

12．0〉  ＼15．5＼♪  

く、12．2 1（う．2ヽ  

＼1こう．り＼ ㌧1（う．（う／ノ  

く1：う．7〉  く17．1  

（こ11．行  く17．5＼  

11∴i  H．〔）  

〔15．（巨  く川．リノ  

12．1  ト；．（）  

㌧l（i．2ン  く川．7J  

l：i．（）  H．2  

く」7∴う＼′  く11．りニ 

12．（う  1：ミ．7  

＼、15．巨  ㌧1～う．ト  

】2∴）  1：う．2  

r、15．l  く17．7、、  

12．し）  12．リ  

115．い  く17．2＼ 

紬1㍍＝封骨減差 （ホイント）  

㌧、Jゝ0．2〉  く0∴行   

く0∴ミ〉  ㌧0．（う〉   

り）．りこ  く0．5〉   

り）．tう＼  〈刀∴l〉  

く0．7＼  く（）．い  

り）．5ニ ㌧∠△（〕．ト  

㌧（）．〔）ン  」、0．（1＼  

こ0．2＼  ＼（）．7／  

＼0．H 、0．1＼  

く0．71  く0．5／  

り）．7ニ  く淵∴l）  

㌧（）．6  

イ0．5：）  

′0．7〉  く0．（）＼  

ぐ1ニミ＼  （）．Hヽ  

0．H  （）．（）  

く1．2 ＼∠1（）．コ〉  

（）．‡）  （）．2  

く1．仁  （0∴う 

く（）．7ヽ  く¶．リノ  

（〕∴う  ∠ユ（）．う  

1）∴ト  1∠二0．7＼  

0．0  ∠＼（）∴ミ  

r二0．（）ノ  く∠仝0．5＼  

往lく汁丈標準報酬什紙ベーースである＝  

往2 厚′L隼金は決算ベースであり、厚牛隼企基金に上る代  
行分を合圭ない、図表：トニト6参照  

図表2－4－15 独自給付費用率の推移  
（）   

／  H  （） 10 11 12 】：う 1115 1（う 17   

i－ 細線け枠押測摘【川和べ－－スで〔巨）ろ  
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第2章◆財政状況  

図表2－4－16 基礎年金費用率の推移  

厚生年金  国共済  地共済  私学共済  

％  ％  

く3．8：＞  く3．5〉  

く4．0〉  く3．6〉  

〈4．0ニ〉  く3．7〉  

く4．4〉  く3．9〉  

く4．7〉  く4．1〉  

く4．9〉  く4．3〉  

く5．0〉  く4．4〉  

〈5．3〉  く4．6〉  

いい  ■■■■  

く2．9〉  く3．3〉  

〈ニう．0〉  く3．4〉  

く：う．1〉  〈ニヨ．1〉  

くこi．2〉  く3．6二〉  

く3．4〉  く：う．8〉  

く3．7〉  く4．1〉  

く3．7〉  く4．2〉  

く3．8：〉  〈4．2〉  

4．7  3．7  

く5，6〉  く4．9〉   

4．9  3．9  

く5．8〉  く5．3〉  

4．9  3．9  

く5．9〉  〈5．2〉  

3．1  3．2  

〈4．1〉  く1．4〉   

3∴う  3．5  

く4．4〉  〈4．8〉  

3，3  3．6  

く4．1〉  く4．8〉  

対前年度増減差 （ポイント）  

く0．1〉  く0．1〉  

く0．1ニ）  く0．0〉  

く0．1）  く0．2〉  

く0．2〉  く0．2〉  

く0．3〉  く0．3〉  

く0．0〉  く0．1〉  

く0．2〉  く0．1〉  

く0．0〉  く0．1〉  

く0．4〉  く0．2）  

〈0．3〉  く0．2〉  

く0．2〉  く0．2〉  

く0．1〉  〈0．1〉  

R  

9  

10  

11  

12  

1こi  

15  

16  

17  

く0．1〉  く0．0〉  く0．3〉      く0．2〉  

〈0．3：〉  〈0．3〉  く0．3〉  く0．2〉  

0．2  0．2  0．2  0．3  

〈0．2〉  く0．4〉  く0．3〉  く0．4〉  

0・q  O・0  0・0  0・1  

く0．1〉  〈△0．1〉  く0．0〉  く0．0〉  

「
 
l
 
j
－
J
一
一
l
二
一
一
－
■
－
t
一
J
一
丁
l
 
 

往 く 〉は標準報酬月額ベースである。  

図表2－4－17 基礎年金費用率の推移  

・
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7   8   9  10  11 12  13  14  15  16  17   

旺 細線は標準報酬月額ベースである。  
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（5）収支比率 一時価ベースで各制度とも低下一   

平成17年度の収支比率を簿価ベースで比較すると、厚生年金が最も高く120．8％、  

次いで国民年金（国民年金勘定）109．0％、国共済9：i．0％、地共済82．7％、私学共  

済74．0％の順である（図表2－4－18）。厚生年金と国民年金（国民年金勘定）は収支  

比率が100％，を超えているが、これは、実質的な支出のうち自前で財源を用意しな  

ければならない部分が、保険料収入と運用収入の合計より多く、積立金の取崩し等、  

その他の収入により賄っていることを示している。  

一方、時価ベースでみると、厚生年金、国民年金を含め全ての制度で100％を下  

回っている。  

図表2－4－18 収支比率の推移  

国民年金  
（国民年金勘芹）  

私学共済  地共済  厚生年金  国共済  

％，  ％  

57．0  55．3  

57．2  58．4  

57．7  60．6  

63．2  64．4  

64．5  67．3  

72．6  74．3  

78．1  79．2  

84．3  83．0  

「108．2二  

89．3  86．2  

「70．2］  「82．8］  

93．5  86．8  

L83．11   L78．61  

n成   

／   

R   

9  

10  

11  

12  

13  

1【4  

15  
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注1［］内の数値は、時価ベースである〔1  

注2 厚生年金は決算ベースであり、厚生年金基金による代行  
分を含まない。ノ 図表3－3－7参照。  

注3 国共済の時価ベースは、平成10年度82．0、11年度82．0、  

12年度95．5となっている。  
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収支比率の推移をみると、簿価ベースでは各制度とも上昇傾向にあったが、平成  

17年度には被用者年金各制度で低下している。また、時価ベースでみると、平成17  

年度はすべての制度で低下しており、低下幅も大きい。これは、分子の「実質的な  

支出一国庫・公経済負担」の増加幅が縮小又は減少している一方、分母の「保険料  

収入＋運用収入」が大幅な増加となったことによる（図表2－4－10A欄、2－4－18、  

2－4－19）。  

図表2－4－19 収支比率の分母（保険料収入＋運用収入）の推移  

国民年金  
（国民年金勘定）  

厚生年金  国共済  地共済  私学共済  

平成   
7   

8   

9   

10   

11   

12   

13  

14  

15  

16  

17  

億円  億円  

242，200   12，529  

249，767   12，959  

262，469   13，105  

258，315   12，609  

249，384   12，623  

243，579   12，704  

237，967   12，356  

［225，901］［11，593］  

233，105   12，299  

［204，765］［11，887］  

215，310   12，588  

［256，657］［13，513］  

210，662   12，328  

［231，471］［12，509］  

218，882   12，713  

［292，477］［14，937］  

億円  億円  

38，980  3，209  

39，300  3，199  

40，721  3，323  

40，570  3，359  

42，327  3，413  

39，211  3，304  

37，729  3，244  

36，526  3，254  

［2，497］  

36，676  3，406  

［46，672］ ［3，545］  

37，269  3，495  

［41，935］ ［3，860］  

43，703  4，225  

［64，672］ ［4，768］  

億円  

21，435  

22，505  

22，858  

23，084  

23，261  

22，507  

21，800  

［20，783］  

20，855  

［18，587］  

21，149  

［24，108］  

20，398  

［22，009］  

20，837  

［25，931］  

対前年度増減率（％）  

8  

9  

10  

11  

3．1  3．4  

5．1  1．1  

△1．6  △ 3，8  

△ 3．5  0．1  

△ 2．3  0．6  

△ 2．3  △ 2．7  

△ 2．0  △ 0．5  

［△9．4］   ［2．5］  

△ 7．6  2．4  

［25．3］  ［13．7］  

△ 2．2  △ 2．1  

［△9．8］ ［△7．4］  

3．9  3．1   

0．8  △ 0．3  

3．6  3，8  

△ 0．4  1．1  

4．3  1．6  

5．0  

1．6  

1．0  

0．8  

△ 3．2  

△ 3．1  

△ 4．3  

［△10．6］  

1．4  

［29．7］  

△ 3．6  

［△8．7］  

2．2  

［17．8］  
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［△10．1］   ［臥9］   

17．3  20．9  

［26．4］  ［19．4］  ［54．2］  ［23．5］  

注1［］内の数値は、時価ベースである。  

注2 厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を、平成13年度以前は旧  
農林年金を含まない。  

往3 私学共済の保険料収入には都道府県補助金を含む。  

注4 国共済の時価ベースは、平成10年度12，423億円、11年度13，104億  
円、12年度11，884億円となっている。  
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（6）積立比率  

平成17年度の積立比率を簿価ベースで比較すると、地共済が最も高く10．5倍、   

次いで私学共済10．3倍、国共済7．4倍、厚生年金5．2倍、国民年金（国民年金勘定）   

4．3倍の順となっている（図表2－4－20）。、ド成17年度は、国共済以外の制度で、16   

年度に比べ低下している。国共済では、平成16年度から受け入れている財政調整拠   

出金収入（17年度から満年度化）の影響で実質的な支出が減少しており、その結果、   

積立比率が上昇したものと考えられる。逆に、地共済は低下する方向に働いている。  

また、時価ベースでは、厚生年金5．2倍、国共済7．5倍、地共済10．7倍、私学共   

済10．6倍、国民年金4．3倍となっている。 平成16年度に比べ、国共済で上昇、厚   

生年金と私党共済で横ばい、地共済と国民年金で低Fしている。  

図表2－4－20 積立比率の推移  

注1［］内の数値は、時価ベースである。  
柱2 厚生年金は決算ベースであり、厚生年金基金による代行  

分を含まない。図表3－3－10参照。  

注3 国共済の時価ベースは、平成11年度7．7、12年度7．5、  

13年度7．4となっている。  
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（7）財政指標でみた各制度の特徴   

最後に、年金扶養比率、総合費用率、独自給付費用率、収支比率、積立比率が全   

体としてどうなっているのか、制度相互に「レーダーチャート」で比較をしてみる   

（図表2－4－21）。   

ここでは、年金扶養比率は、成熟が進んだ段階である2（2人で1人を支える）を   

基準として、尺度を定めた。また、総合費用率は、最終的には年収の20％になると   

して、グラフでは20に対する比の逆数をとった（逆数とするのは成熟が進むに連れ   

小さくなるようにするためである）。同様の考えで、独自給付費用率は14、収支比   

率は100に対する比の逆数をとった。積立比率については、成熟が進むに連れ小さ   

くなることを考慮して尺度を定めた注。  

注 図が見易くなるようにするための処理を行っている。   

結果は図のとおりで、レーダーチャートの形状は、①国共済・地共済、②厚生年  

金・私学共済に2分される。グループ①の国共済・地共済は、年金扶養比率のライ  

ンがグループ②に比べて突き出ていない（成熟が進んでいる）とともに、積立比率  

のラインが突き出ている（積立金が相対的に多い）。一方、グループ②の厚生年金・  

私学共済は、形状は類似しているが、大きさは厚生年金の方が小さく、成熟が進ん  

でいる。  
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図表2－4－21財政指標レーダーチャート  

（参考）年金種別費用率の百分率比   

0％  100％  

100（％  100％  0％  

老齢費用率 障害費朴幸三 遺族費用率   

平成17年度末   1；（年金扶養比率＋2）／4  

2；20／総合費用率  

3；14／独自給付費用率  

4；100／／収支比率  

5；（積立比率十6）／8  

基準線  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

第3章 平成16年財政再計算結果との比較   

本章では、公的年金各制度の財政状況把握をより的確に行うため、財政収支、財政指標につい  

て、実績と前回財政再計算結果との比較を行う。  

1 財政計画と比較する際の留意点  

平成16年財政再計算時に作成された財政計画上の将来見通しと実績を比較する際の   

留意点を、以下にまとめておく。  

① 将来見通しは、年金が全額支給停止となる者を外した受給者について作成されてい   

る。本章では、将来見通しの比較対象である実績についても受給者ベースのものを使   

用する注。  

往 年金扶養比率を比較する際も、分母は受給権者数ではなく受給者数とする。  

② 厚生年金と国民年金は、被保険者数・受給者数の将来見通しが年度末時点のもので   

はなく年度間値である。本章では、両制度は、前年度末の実績と本年度末の実績の平   

均を当年度の実績の年度間値として、将来見通しと比較する。  

③ 厚生年金の平成16年財政再計算では、厚生年金基金が代行している部分を含めた厚   

生年金制度全体について将来見通しが作成されている。さらに、将来見通しにおいて、   

国庫負担繰延額などの未収部分については当初から積立金額に加算され、給付費とし   

て基礎年金交付金相当の部分等を除いた独自給付部分について示されている。  

そこで、将来見通しと比較するために、厚生年金の決算ベースの実績に以下の修正   

を加えた「実績推計」が作成されている。  

1）保険料収入に、厚生年金基金に係る免除保険料を加える。   

2）基礎年金交付金及び職域等費用納付金を、収支両面から除く。すなわち、収入か  

ら基礎年金交付金及び職域等費用納付金を除き、給付費から基礎年金交付金及び職  

域等費用納付金を控除する。   

3）2）の修正後の給付費に、厚生年金基金から給付されている代行給付相当額（年度  

末の最低責任準備金を算出する際に用いられている額）を加え、その他支出から政  

府負担金を控除し、給付費に加える。   

4）積立金額に厚生年金基金の最低責任準備金、国庫負担繰延額及び公社末移換積立  

金残高を加える。  

！  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較   

5）収入から積立金相当額納付金、解散厚生年金基金等徴収金及び積立金より受入を  

除き、その他支出から財政融資資金繰L償還等資金財源を控除する。   

6）運用収入に4）の修正等により発生したであろう運用収入を加える。   

7）5）の積立金にさらに独立行政法人への出資金のうち、将来の給付費等への充当を  

予定している分を加える。  

本章では、将来見通しの比較対象として、この「実績推計」を用いる。  

④ 国民年金の平成16年財政再計算では、国庫負担繰延額などの未収部分については当   

初から積立金額に加算され、給付費として基礎年金交付金相当の部分等を除いた独自   

給付部分について示されている。  

そこで、将来見通しと比較するために、国民年金の決算ベースの実績に以Fの修正   

を加えた「実績推計」が作成されている。  

1）基礎年金交付金を収支両面から除く。すなわち、収入から基礎年金交付金を除き、  

給付費から基礎年金交付金を控除する。   

2）積立金額に同庫負担繰延額を加える。   

3）収入から積立金より受入を除き、その他支出から財政融資資金繰上償還等資金財  

源を控除する。   

4）2）の積立金額にさらに独立行政法人への出資金のうち、将来の給付費等への充当  

を予定している分を加える。  

本章では、将来見通しの比較対象として、この「実績推計」を用いる。  

⑤ 基礎年金拠出金、基礎年金交付金（報告されている場合）は、確定値ベースで将来   

見通しの報告を受けている。本章では、実績についても確定値ベースのものを用いる。  

⑥ 平成16年財政再計算の将来見通しにおける平成17～20年度の基礎年金拠出金に係   

る国庫・公経済負担については、平成16年改田こ農づき各制度とも拠出金の（1／3＋  

11／1000）相当額として見込まれているが、その後の制度改1Eにより（平成17～19年   

度の）当該国庫・公経済負担が引き上げられていることから、平成17年度以降の比較   

にあたっては、各制度の将来見通しに、平成16年改正後の国庫・公経済負担引Lげを   

反映した加11値を用いる。  

⑦ 将来見通しは、平成17年度以降について報告を受けている。  

将来見通し作成の基礎となった数字は、厚生年金は平成13年度末（平成14年度実   

績も反映）、国共済、地共済は平成11年度末、私学共済は平成15年度末のデータを基   

とするものである。  
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被保険者数や積立金のようなストックデータの実績と将来見通しとの帝離は、毎年   

度発生する帝離が累積したものである。そこで、将来見通し作成の基となるデータの   

年度から、将来見通しが公表される始めの年度までの将来見通しについても、実績と   

の比較を検討する必要がある。  

⑧ 給付費の将来見通しは、厚生年金と国民年金では基礎年金交付金に係る部分等を含   

まないベースで作成されている。  

本章では、全制度とも「実質的な支出」について、実績と将来見通しとの比較を行   

う。  

⑨ 運用収入、収支残及び積立金は、簿価ベースで記述し、時価ベースについては、そ   

の旨を明示して記述している。  

⑩ 国共済と地共済は、平成16年度から財政単位が一元化され、財政再計算では国共済   

と地共済の財政を一体として扱って将来見通しが示されており、参考として、国共済、   

地共済各々の将来見通しも示されている。 一方、決算については国共済と地共済でそ   

れぞれ個別に行われている。   

本章では、国共済・地共済合算分を「国共済＋地共済」と表記することとし、国共   

済、地共済の決算ヒアリングの結果を基に「国共済＋地共済」の数値を作成し、国共   

済、地共済それぞれに加え、「国共済＋地共済」についても実績と平成16年財政再計   

算結果との比較を行う。  

（参考）マクロ経済スライドについて   

平成16年改正では、マクロ経済スライドにより給付水準を自動調整する仕組みが導入され  

たが、物価スライド特例（平成12～14年度の3年間、消費者物価指数が低下したにも関わら  

ず、年金額を引き下げずに据え置く特例措置）による物価下落率の累積分（1．7％）が解消さ  

れるまでの間は、マクロ経済スライドは発動されないこととなっている。   

なお、平成17年度については、物価スライド特例が解消されなかったため、マクロ経済ス  

ライドは発動されなかった。  
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第3章◆平成柑年財政再計算結果との比較  

2 財政収支の実績と将来見通しの比較   

（1）保険料収入   

、ド成17隼度の保険料収入は、厚生年金は実績（実績推計）が将来見通しを上回っ   

たが、国共済＋地共済、私学共済、国民隼金は卜「車〕た（図表：ト2－1）。L司共済及び   

地共済別にみると、いヨ共済は実績が将来見通しを上川っているが、地共済はFL可っ   

ている。 厚生隼金は、平成15～17年度のいずれも実績（実績推計）が将来見通しを   

l二回っており、平成17隼度の実績（実績推計）が将来見通しを上回った割合はl．1％   

となっている。国共瀦＋地共済、私ノ、≠共済の、ド成17年度の卜巨」1った′剖合は2．3％）、   

0・3％）となっている。l副托隼金は、平成15牛度は実績が将来見通しを上回ったもの   

の、、巨成L6隼度以降は卜［rilっており、、伽丈17隼度の卜阿った割合は5．8％となっ  

ている。  

【対表3－2」Ll架険料収入額  

保険料  
厚生牢金  国共凍巨地共済  

収入額           √実績  実績推計   再キト算 「ナ  差  
同    ＼とノ  

実績   再計算   
」ノニしま）  

差     割合   

平成   兆円  兆円  兆円  兆円  － ′（、  億円  億円  億円  l）1，   

15   19．2  20．2  19．7  0．5  2．6      39，〔）07   

16   19．5  20．2  20．0  0．2  0．9      39，95∫4   

17   20．1   ：21．0  20．8  0．2  1．1      40，こi89  ′′11，3∠16  △957  △2．3   

保険料  
同共済  地共済  

収入額         実績   再計算   差  割合   ′実績  再計簡   差  割合  
〇   妻〕   （レ妻〕  （こ主J〔至二）′′ノ②   こL  ②   し1ノ〔揖  （〔‡ト〔丑）／②   

平成   億「Ⅰ】  億「11  
僚川  り′  億「り  億円  億円   

15   10，231  29，677   

16   10，218  29，735   

17   10，290  10，2′19  41  0．4    こiO，099  31，097  △998  △3．2   

私学共済  国民年金  

差  割合   保険料 収入額            再計算  実績  再計算   差  割合  

①  ①②  （し‡ト②）／②   同  ②   u〕畳）  （〔i二②）バ芝   

、†旬支   億円  億円  億円  兆円  兆‡－】  兆rl】  

15   2，736  2．0  1．9  0．1  5．0   

16   2，758  1．9  2．0   △0．0    △1．6   

17   2，865  2，873  △7  △0．3  1．9  2．1   △0．1   △5．8   

tl厚生年金の実績推計については、用語解説厚生年金の実績推計の項を参照のこと  

上2 私学共済の保険料収入音別こは都道府県補助金を含む 

［3 国共済＋地共済け）実緩については、年金数理部会にて推計した 
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

（2）標準報酬総額   

保険料収入は被用者年金の場合、各制度の標準報酬総額と保険料率によって決ま   

る。   

平成17年度の標準報酬総額は、厚生年金は実績が将来見通しを上回ったが、国共   

済＋地共済、私学共済は下回った（図表3－2－2）。国共済及び地共済別にみると、国   

共済は実績が将来見通しを上回っているが、地共済は下回っている。厚生年金は平   

成15～17年度のいずれも実績が将来見通しを上回っており、平成17年度の実績が   

将来見通しを上回った割合は1．2％となっている。 国共済＋地共済、私学共済の平   

成17年度の下回った割合は2．4％、1．2％となっている。  

（3）被保険者数  

標準報酬総額は、被保険者数と1人当たり標準報酬額によって決まる。  

そこでまず、平成17年度の被保険者数について実績と将来見通しを比較すると、   

厚生年金、私学共済、国民年金（基礎年金）は実績が将来見通しを上回っているが、   

国共済＋地共済は下回っている（図表3－2－2）。国共済及び地共済別にみると、国共   

済は実績が将来見通しを上回っているが、地共済は下回っている。厚生年金は、平   

成15年度は実績が将来見通しを下回ったものの、平成16年度以降は上回っており、   

平成17年度の実績が将来見通しを上回った割合は1．5％である。国共済＋地共済の   

平成17年度の下回った割合は0．3％となっており、私学共済、国民年金（基礎年金）   

の上回った割合は1．3％、0．5％となっている。  

（4）1人当たり標準報酬額  

次に1人当たり標準報酬額をみると、平成17年度は厚生年金、国共済＋地共済、   

私学共済、私学共済の全ての被用者年金で実績が将来見通しを下回った。国共済及   

び地共済別にみると、国共済、地共済共に実績が将来見通しを下回っている。平成  

17年度の実績が将来見通しを下回った割合は、厚生年金1．3％、国共済＋地共済   

2．2％、私学共済2．9％となっている。  

以上のことから、  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

・ 厚生年金において標準報酬総額の実績が将来見通しを上回ったのは、1人当たり   

標準報酬総額が将来見通しをF回ったものの、被保険者数が将来見通しを上回った   

ためであること、  

国共済＋地共済、私学共済において標準報酬総額の実績が将来見通しを卜回った   

のは、被保険者数は国共済及び私学共済で将来見通しをL回ったものの、地共済で   

はFL亘り、1人当たり標準報酬額が国共済、地共済、私′羊共済全ての制度において   

将来見通しを下回ったためであること、  

がわかる。   

なお、被保険者数は、惇生年金、国民年金は年度間値、その他の制度は年度末値で  

あるが、一方で、1人当たり標準報酬額の実績は、標準報酬総額を被保険者数の年度  

間累計で割った年度間平均であるため、標準報酬総額を被保険者数と1人当たり標準  

報酬額に分けて比較する際には、被保険者数のベースが異なることに留意する必要が  

ある。  
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図表3－2－2 標準報酬総額、被保険者数、1人当たり標準報酬額  

厚生年金  国共済＋地共済  

項目  年度         実績     再計算   差      割合   実績  再計算   差  割合  
こD       ②   甘ノ妻）！（①②）／′②   ①  ②   （訂②  こ彰②）／ノ②   

平成   兆円  兆円  兆円  ■拓  億円  億円  億円  一祐  

145．9  144．6  1．2  0．9   299，324  
標準報酬  
総額  146．9  145．5  1．4  0．9   296，696  

: 17 14臥7  146．9  1．8  1．2   293，270   300，427  △7，156  △2．4   

平成   百万人  百万人  百万人  ％  千人  千人  千人  一抹  

32．1  32．2  △0．1  △0．2  4，242  

被保険者数  32．3  32．3  0．0  0．1  4，197  

j 17 32．8  32．3  0．5  1．5  4，151  4，165  △14  △0．3  

平成   円  門  円  ％  円  円  円  一宮，   

1人当たり  375，064   374，182  882  0．2   587，051   

標準報酬額  374，812   375，544  △732  △0．2   587，977  

: 17 374，238   379，263  △5，025  △1．3   587，915   601，055  △13，140  △2．2   

国共済  地共済  

項目  年度         実績     再計算   差      割合   実績  再計算   差  割合  
貸〕      ②   註〕② ：（〔D之））′ノ（諺   ＋  国   ①意  （〔‡）②）／②   

平成   億円  億円  億円  （払  億円  億円  億円  一宮，  

71，088  228，236  
標準報酬 総額  

70，717  225，979  

: 17 70，654  70，460  194  0．3   222，616   229，967  △7，351  △3．2   

平成   千人  千人  千人  ％  千人  千人  千人  （舛，  

1，091  3，151  

被保険首数  1，086  3，111  

: 17 1，082  1，073  9  0．9  3，069  3，092  △23  △0．7   

平成   円  円  円  ％  円  円  円  一狂，  

542，694  
1人当たり  

602，387  

標準報酬額  543，117  603，578  

: 17 545，501  547，296  △1，795  △0．3   602，790   619，706  △16，916  △2．7   

私学共済  国民年金（基礎年金）  

項目  年度         実績     再計簡   差      割合   実績     再計算   差      割合  
①      ②   〔室〕②  （①②）／②   ①      ②   ①② ：ト了）②）／②   

平成  億円  億円  億円  ％  

15  26，076  
標準報酬 総額    16  

26，263  

17  26，495 26，807 A 312 △1．2  

平成   千人  千人  千人  ％  百万人  百万人  百万人  （哀，  

434  69．8  69．7  0．1  0．1  

被保険者数  442  69．7  69．5  0．2  0．3  

: 17 448  442  6  1．3  69．8  69．4  0．4  0．5   

平成  円  円  円 （滝  

15  498，031  
1人当たり  

標準報酬額    16  493，099  

17  490，336505，087△14，751 △2．9  

注1実績の標準報酬総額は、年度間累計であるし1人当たり標準報酬額は、標準報酬総額を被保険者数の年度間累計で割った年度間平均であるし  

注2 地共済の標準報酬総額及び1人当たり標準報酬額は、総報酬ベースに換等した場合の額である 

往こう 厚生年金、国民年金の被保険者数は年度間値、その他の制度の被保険者数は年度末値であるし  
注4将来見通しの1人当たり標準報酬額は標準報酬総額を被保険者数（厚生年金は年度間値、その他の制度は年度末値）で除して得た値であるL  

注5「国共済＋地共胤の実績については、年金数理部会にて推計Lた。  
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（5）国庫・公経済負担  

平成17年度の国俸・公経済負担は、厚生年金、国共済＋地共済、同氏年金は実績  

（実績推計）が将来見通しを卜回ったが、私学共済は卜【＝lった（図表3－2－3）。国共済  

及び地共済別にみると、国共済及び地共済いずれも実績が将来見通しをF回っている。  

厚生隼金及び国民隼金は、、持戒15～17年度のいずれも実績（実績推計）が将来見通し  

をFLリ」っている。平成17隼度の実績（実績推計）が将来見通しを卜「自1った割合は厚生  

隼金3．1（％、国共済＋地具済3．1％、国民隼金3．5％となっており、私学共済のH司っ  

た割合は1．17％となっている 

図表3－；Z－3 同庫・公経済負担額  

惇彗    年金  
国庫・公繕  

国共済・地共済  

実績推計  再計算  差  割合   済負担額             実績  
実績  再  十算  差    割合  

凹  、王 J②  什）官）′／②  甘  ノ ニ11念：（ロト②）ノノ′′ノ2〕   

平成   兆「Ⅰ］  兆円  兆＝  兆FI］  （ 
ケ与－  憶rⅠ］  倍「r】  

億円  － （，   

15   ▲′1．l  1，1  1ノミ  △0．2   ∠ユ5．2  4，′735   

16   ′1J3  ‘1」う  1．4  △0．1  △2．1  5，320   

17   4∴う   l－5  ：（△0・1）（△こ川       5▼■116 （△173）（△3・1）   
（）  （   

同共済  地共済  
国庫卜公経  実績   再計算   済負担額        実績   再計算   差     割合  差     割合  

ユニ   ′‘j こを二ぞ：（山②）′′′′セ、ノ   享：    妻二：   ごけ世ニて：（：王：）：雷）′′√〔弐   

平成   億円  倍「l】  億円  tシ7，  億「］  億円  億「1］  （）も   

15   巨13：う  3，302   

16   1，525  ：う，795   

17   1，589 （△2）（△0・1）   ニう，828 
（）  

（△171）（△柏   
（）   

私学共済  国民年金  
い］庫・公経  

差    割合   実績   再計算   差    割合  
済負担軸           再計算                    国  ／す  け② 書（長〕②）／′②  エ）    ②   し1〕〔2〕：（d二〕②）バ吾   

平成   憶一丁ヨ  億円  億「丁］  
0/ ，  兆円  兆「T〕  

づE「1］  ｛ 

15   452  1．5  1．6  △0．1  △ノ1．l   

16   ∫′199  1．5  1．6  △0．1  △7．3   

17   537  （9） （1・7）  1・7  

（）  
（△0・1）（△3・5）   

注1厚生年金の実績推計にノ）いてr主、川語解説「厚生年金の実績推計jの項を参照ゾ）二と  
往2 再計算の平成17年J如）（）内の数値は、甚礎年金拠出金に係る国庫・公経済負抑二ついて  

平成16年改1E後ゾ）引上二げ分を反映した加1二倍であり、年金数理都会にて推計Lた．  
ほこう 国共済十他叛済ル）′実績に一九、ては、年金数理部会にて推計した  
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第3章◆平成嘩  
（6）運用収入  

平成17年度の運用収入は、厚生年金（時価ベース）、国共済＋地共済、私学共済、  

国民年金（時価ベース）全てにおいて実績（実績推計）が将来見通しを上回った（図   

表3－2－4）。国共済及び地共済別にみると、いずれも実績が将来見通しを上回ってい  

る。厚生年金及び国民年金は、平成15～17年度のいずれも実績（実績推計）が将来  

見通しを上回っている。平成17年度について、実績（実績推計）が将来見通しを上   

回った割合についてみると、厚生年金249．8％、国共済＋地共済117．0％、私学共済   

166．5％、国民年金243．2％となっている。  

各制度で運用収入が将来見通しを上回ったのは、運用利回りの実績が将来見通し  

を上回っていることが大きな要因である。運用利回りの将来見通しは、平成17年度   

で、厚生年金が1．81％、国民年金が1．74％、国共済＋地共済及び私学共済が1．60％  

とされているが、実績は、各制度で将来見通しを上回る結果となった。  

・
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

図表3－2－4．運用収入と運川利l＝1り  

厚生勺二金   匡二共済†鮪共済  
二頁Fコ  征官  等繕：雲警計‥  軒筆  再算  差 

l空 け三   ．リ ー． 

平成   兆コ‡   j二三：二j  兆コ；  兆巧   借円  億円  億軍  
15  2Jう   9，35′7  

6．41【7．0】  ニう，4  二i．6  105．7   20，2771   
連年  1h  〔），6ご4：う   

収入額  L3．7」 L4．1］  2．8  1∴う  1t′1   ［1‘4，491］  

円   

L9．2】〔10∴1］こ1．0（3．0） （7．・1）（2こi9．8）   ぷ：2…；；］7，383（7，こぅ84）（占守；…3三三‡呈：；了：？三   
ヱ宣  
15  

トi．91］ 1．99  2．92 l′16．7  

ユ華呵  

よJ［∃り  1．6（） l．0▲1 6l．5  

1・60   

［6．82］ 1．81 5．01 276．8   ‘   

国共澤   地車済  
頂1  年賃  実碕  再計算  養      育一合   実績  再計算  葦      割合  

1  1ご   ＝ 字卜二   1  1ご    し1 三）」   

、－／・」J †一】に   イ盲「工  借トj  借H   ／「T 借【J」  イ音＝  

15  三：，ニう58   7，000  
ご；，282」   「16，99引  

ユ曹司  ：」109   7，53・4   

ペ人相  ：：，291j   12，200」  

17  

L」 1・372‖，37ニー）（二   三言：冒冒芸］6抑（6，012）（去…；喜呂≡；∑主≡誓：ヲ三  
平成  

15   2．68   1．81   
「3．8－4】   【4．8：う」  

運用  16  2」弓5   1．98   
壬二「コ叫  2．6引   ：3．2：う］  

I I; ■  
1・60  1・60   

こ  2   こ  

私学共済   国民年金  
一頂［  年号  宰碕  再計算  藍      割合   実績  再計算  差      割合  

1  与 ゴ   ト1j＝   しご   t1、三トJ  

三成   ／音：」三  償円  債円   兆巧  〕rリ工］  J誓「㌻j  

15   670   0．15   

8091   こ0．451  0．2  0．2  110．0  

三車用  1h  73日   0．10   
」▼之ノ、街  L］，1031   LO．27」  0．2  0．1． 5二i．1  

17   0．1－i  

L］」 510（510）（13三三呈冒§：冒  ［0．65］  0．2（0．2） （0．5）（243．2）   

平成  

i5  2．00  

2．61】  LLノ1．78」 1．90  2．88 151．6  
ユ華甲    田  L79  
【二阿り  ニiJi引  2．771 1．57 1．20 7tう．▲1  

17  ■ 
1・60  

1  ［6．88］ 1．7・4  5．1‘′1 295∴1  

注1 r夏′；二年金〃）実絹推計∴／ついてけ、雫語解説「写生隼金げ）実絹推計ノ）碩を参照れこと  

－   

．．，  ．， 
ご土、厚生年金・国民正金り〉積立金ゾ）元ふ王宮〕桟高び）比妥∴Lり行／ノている  

†圭：う 国共藩、無共済＼私学薬済甘呵律ト、・れ什煙甲山り、ご土、午琶玉槽立食ぃ評イ即日室けけ酎唾う）等を加減して筆こ・1しナニ参考値ご方舟、咋ノち＼－ス〔り1華甲  
吏漣」畑1、二J）運用」て人を塞ここした峰F総合利亘りを計上している  

三．1再計算の平成17狂「空し川 ）「ナ巾／）救′亘rl、基礎虹余恥亡金二係ろ国輩■公経済負Ⅰ三にノ八、′ニ、、j！戒川午亡h「緩山引上げう）を′F豆蛛したモロl二値て肘J  

句三盆数理部会ここて推計Lた  

t三5「国共清一木り冥済〔′）実緒二二／穴、てご王、年二全数理部会：二こ推計した r同共済トナl仁共済 しり應昭夫脂」りごt、国辛済、班共済山〕華甲1ニマ入（時価∴－1）  
了下斌三軍鞘1」て人等かごノ年令敢テ里きて三‡∴て唯言レLナ  
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第3章◆平成嘩   
（7）実質的な支出額  

平成17年度の実質的な支出額は、厚生年金、私学共済は、実績（実績推計）が将  

来見通しを上回ったが、国共済＋地共済、国民年金は下回った（図表3－2－5）。国共  

済及び地共済別にみると、国共済は実績が将来見通しを上回っているが、地共済は  

下回っている。厚生年金は、平成15～17年度のいずれも実績（実績推計）が将来見  

通しをと回り、国民年金はいずれも下回っている。  

平成17年度について、実績（実績推計）が将来見通しを上回った割合又は下回っ  

た割合をみると、厚生年金は2．2％、私学共済は1．0％、それぞれ実績（実績推計）  

が将来見通しを上回り、国共済＋地共済は1．2％、国民年金は4．0％、それぞれ実績  

が将来見通しを下回っている。  

図表3－2－5 実質的な支出額  

実質的な  
厚生年金  国共済＋地共済  

：実績推計＝ 再計算  支出額        実績    ①   差    割合   実績 ：再計算   差    割合  
②  ①②：（①②）／②  ①     ②   ①② ：（（D②）／②   

平成   兆円  兆円  兆円  兆円  ％  億円  億円  億円  ％   
15   29．3  30．5  30．0  0．5  1．6   49，832   

16   30．4  31．9  30．9  1．0  3．3   52，281   
17   31．0  32．4  31．7  0．7  2，2   53，384  54，041   △657  △1．2   

毒
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国共済  地共済  
実質的な 支出額                再計算   

①  ②   
差  割合   実績  再計算   差  割合  

①②  （①（き）／（彗  ①  ②   ①し②  （①②）／′②   

平成   億円  億円  億円  ％  億円  億円  億円  ％   
15   13，768  36，064  
16   13，644  38，638  
17   13，410 13，182  229  1．7     39，974  40，860  △886  △2．2   

私学共済  
実質的な 支出額  

国民年金  

①     ②   

差     割合   実績 ：再計算   差     割合  
①②：（①②）／②  ①     ②   ①②：（①②）′′②   

平成   億円  億円  億円  ％  兆円  兆円  兆円  ％   
15   3，388  3．6  3．7   △0．2  △4．5   

16   3，532  3．6  4．0   △0．3  △8．3   

17   3，661  3，626  36  1．0  4．0  4．1  △0．2  △4．0   

1
 
．
一
■
 
 
．
■
】
一
t
－
 
 
 

注l 厚生年金の実績推計については、用語解説「厚生年金の実績推計」の項を参照のこと。  
注2 「国共済十地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

（8） 受給者数  

平成17隼度の受給者数は、厚生年金、国共済＋地共済、私学共済は実績が将来見   

通しを卜回ったが、国民年金（某礎年金（基礎年金相当受給者を含む））は上回った   

（図表3－2－6）。国共済及び地共済別にみると、いずれも実績が将来見通しをF匝］っ   

ている。、平成17年度について、実績が将来見通しを上回った割合又は卜回った割合   

についてみると、厚生年金は2．5％、国共済＋地共済は3．0％、私学共済は1．5％、   

それぞれ尖績が将来見通しを卜回っており、国民年金（基礎年金）は1．4％L回っ   

ている。 年金種別にみると、老齢・退年相当が、厚生年金は0．3％実績が将来見通   

しをL阿っており、国共済＋地共済は0．6％、私学共済は1．5％それぞれF‾回ってお   

り、適老・通過相リ雪が、厚生年金は5．8％、国共済＋地共済は24．2％、私学共済2．5％、   

それぞれ実績が将来見通しを卜回っている。  

凶表：卜2】6 受給者数  

J早生年金   冨共済」輿某牒   
丁百「1  軒琶   宰積       再計蔓  蔓        割合   

1  

毒積      再言1賀  若       割合  
う     （′ご上土   ．  1‥ヱ  

十ノ、  千人  ‘ （i、ゴ）‥∴   こ成   百万ノー＼  百▲Fノ＼  百百ノ、  

コり．H  コ1．コ  ∴0．4  ゝ1．H   ∴無り  
ココ」i  二0．5   う，086   

告慧夏敦 三三  ごトリ  コこう．こぅ  ∴0．6  ∴⊥．J   こぅ，1t、」  こミ．コユリ  ∴りT  」」3－0   

t）．膏  t）．∬  ／′＼、0．0  ∴0．0   コ，071   

相当   10．3  10．3  0．0  （ト○   コ，1二1   

1U．T  lO，6  0．0  り．3   コ，1≡H  ご，1Tl  ム1：う  ∴0．6   

丁2  J二0．：1  ∴1．4   T5  

JJ  二二0，1  ⊥二154   1〔り   

日．1  上し），う  二5．H   ご〔lH  ＿ト〕  」二⊥6日  エコ・i．巳  

（）」う  0．り  0．0  

0．Li   U，0   nl   

0」1   0，0   1．0   3  」iポ  ⊥⊥，〕  ∠二1：！9   

こう．～）  こ01  △1，丁   T17   

4，0  ム0．1  ⊥⊥」∴「   丁4〔）   田                           ぞ齢・通年16                             ロ                                              1奉ぎ■郎王喜 相当  6．り  1，コ  ∠二0．1  ▲二：う．i   丁ぐり  

国共済   地♯済  
丁白日   主巨嗜       宰締       再喜・帯  革        割合   雲積       再計難  

1  

惹        割合  
11ラ l、ざト  

正成   「ノ＼  fノ、  千人   仁ノ、  「ノ、  上ノ、   

号音合輔 三  リ06   
二．し）ボ8  

イ人身十       l  リ3：i   
コ，1三〉コ   

17   リ5（う  リ9パ  ∠ニl巳  ∠ゝ4．コ   ご，コ（）6  コ，」hl  0．）  ∴巳．4   

鰍」昨：喜  hOl   1，1（i7  

相当  dlこう   
1．5（摘   

61日  ホ1（〕  0」i   1．54（）  1，5う5  115  ∴1，0   

1車学・朋15 柑」′l¢   
11XX 

ヨ  〔iH  
1二！5  

丁トく  1（）7  ∴：！j  ∴コホ．リ   1こ；0  1亡）塁  上二iわ  ］」．、〕   

博害年衷1t、   

10  11  ∴〕  ∴3ご．b   ：2J  二4  ∠二1  ムご．H  

15   ㌣沌   いり   
て書昨年秦 1tl   ご1二う   4〔）丁   

1丁   ご50  コ61  △10  ∴3．H   う1：う  515  ー  エ0」1   

軋宇美済   国民年金一基認生金）  
㌻白日 缶丁雪       実積      再き一線  家       割合   葦       割き  

1       トト∴さトニ   要積      再計諷                          1  1さ      l】 ）   
ヱ成   千－  ‡ 百ラ 、  百ち∴  雪フナL＼   

ごこり．5   」j．1  コ4．1  0∴4  15   

田                           号絞首欄1しi キ針   コ1TJi   ．  コ1．H  O∴1  1．う   

1丁   二59コ  」6二う．1  ∴こう．リ  ハ．1．5   二5．リ  コう，6  〔ト1  1．1   

6TJi   〕】．．〕  －．．〕  0．0  0．1  

そ齢瀾i云   巳 相ノ  7lトく   
二3．コ  2：与．コ  00  0．1   

1丁   丁6．1  丁7．6  －1．」  ∴トう   コ：5，リ  ○：う．リ  ∩．0  〔）0   

11リ）  
i†      斬・】針貝  

1日 叩云   L照∴   

1丁  1こう1H  l：ぅう．1  ．、う」う  一－．，）  

1．6  1．3  0．コ  1：上．り   

ド阜睾狂女  1しi   1．丁   l．丁  仁5  0．コ  1：」9   

1丁   1．パ  l，り  二．0．1  へ」i．1   1，T  l．5  0．コ  13，8   

1う   156   ∩．こ！  0，ご  0．コ  10こi，7   

〕一席勺二重 1し1   17．5   （）Jう  0．ご  0．ご  100．1   

1～jご  IH．（う  ー），7  11i   （j．J  り．1  0．1  96．t〕   

止l草生ご宝金 選民牢袈ご1主巨卑闇値、J山ft十†直利琶Jt生唾村直二旨1て  

′壬」国民軍金い竜結吾i▼〈1んノノ∴竜頭年金受診者ヰ告い t／二、三拝年金直幸靖Jし号鴇権音数：ト  
F主rづ r「召ヰ眉十仲1堰，嘉ノ）套碓∴ ㌧、：、し年金敢理部会二‾ニ稚盲卜ノ  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

（9）基礎年金拠出金関連  

ここでは、基礎年金拠出金だけではなく、基礎年金拠出金算定のもととなる基礎   

年金給付費、基礎年金拠出金算定対象者数等についても、将来見通しとの比較を行   

う。将来見通しは確定値ベースで作成されていることから、実績についても、決算   

ベースではなく、確定値ベースでみる。  

ア 基礎年金給付費と基礎年金相当給付費の合計   

基礎年金給付費と基礎年金相当給付費の合計の実績は平成15～17年度のいず   

れも、将来見通しを上回り、その割合は0．2～0．5％となっている（図表3－2－7）。  

図表3－2－7 基礎年金給付費と基礎年金相当給付費の合計等  

基礎年金給付費と基礎年金相当給付費の合計  特別国庫負担額  

差     割合  実績（確定値）： 再計算   差  割合  
年度        実績（確定値）；再計算                 ①     ②   ①②；（①②）／②   ①     ②   ①②  （G）②）／②   

平成   兆円  兆円  兆円  ％  兆円  兆円  兆円  ％   

15   16．0  15．9  0．0  0．2  0，5  0．5  △0．0   △1．4   

16   16．4  16．3  0．0  0．3  0．5  0．5  △0．0   △2．4   

17   16．9  16．8  0．1  0．5  0．5  0．5  △0．0   △3．4   

イ 基礎年金拠出金算定対象者数   

全制度計の基礎年金拠出金算定対象者数の実績は、平成16年度は将来見通しを   

下回ったが、平成15年度及び平成17年度は、将来見通しを上回り、その割合は  

1．2％、2．2％であった（図表3－2－8）。   

平成17年度について制度別にみると、厚生年金、国共済＋地共済、国共済、   

地共済、私学共済は実績が将来見通しを上回っており、その割合は厚生年金5．4％、   

国共済＋地共済2．3％、国共済0．8％、地共済2．8％、私学共済3．6％となってい   

る（図表3－2－9）。一方、国民年金は実績が将来見通しを下回っており、その割合   

は7・6％となっている。これは、平成17年度から第3号被保険者の特例届出の措   

置が講じられたことにより、平成17年度の拠出金算定対象者（第3号被保険者分）   

が増加したことから、国民年金の分担が相対的に小さくなったことが影響してい   

ると考えられる。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

ウ 基礎年金拠出金単価  

平成「L7年度の基礎年金拠出金単価については、分子の大部分を占める基礎年   

金給付費と基礎年金相当給付費の合計額の実績が将来見通しを上回った割合よ   

りも、分母の基礎年金拠出金対象者数の実績が将来見通しを上回った割合の方が   

大きかったため、平成17年度の基礎年金拠出金単価の実績は将来見通しを下回   

り、 その割合は1．6％であった（図表3－2－8）。  

注 基礎年金拠出金単価＝（基礎年金給付費＋基礎年金相当給付費一特別国庫負担）  

／基礎年金拠出金対象者数  

図表3－2－8 基礎年金拠出金算定対象者数、基礎年金拠出金単価  

基礎年金拠出金算定対象者数（全制度計）  基礎年金拠出金単価  

年度        実績（確定値）：再計算   差    割合  実績（確定値）：再計算   差    割合  
①     ②   ①－②：（①－②）／②   ①     ②   ①－②：（①岬②）／②   

平成   百万人   百万人  百万人  （琵）  「1  「1】  円  ％   

15   58．C1   57．3  0．7  1．2  22，239 22，443  △204   △0．9   

16   57．8こ  57．9  △0．1   △0．2  22，924 22，806  118  0．5   

17   59．〔i   58．3  1．3  2．2  22，986 23，351  △365   △1．6   

柱1 基礎年金拠出金単価は、名目額である。  
注2 平成17年度から第3号被保険者の特例届出の措置が講じられたJ  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

図表3－2－9 拠出金算定対象者数  

国共済＋地共済  

差     割合   実績    再計算   差     割合  項目  年度  厚生年金       実績    再計算                        ①     ②  ① （卦 ：（①－②）／②   ①     ②   ①② ：（（D②）／②   

平成   百万人  百万人  百万人  ％  千人  千人  千人  ％  

40．0  39．5  0．5  1．3  5，588  
拠出金算定  

対象者数合音  40．1  39．6  0．5  1．3  5，511  

: 17 41．8  39．6  2．1  5．4  5，616  5，490  125  2．3  

: 15 30．4  29．8  0．6  2．0  4，171  

30．6  29．9  0．7  2．3  4，125  

31．0  30．0  1．1  3．6  4，084  4，083  0  0．0  

9．6  9．7  △0．1  △1．0  1，418  

9．5  9．7  △0．2  △1．9  1，386  

j 17 10．7  9．7  1．1  11．0  1，532  1，407  125  8．9   

国共済  地共済  
項目  年度         実績    再計算   差     割合   実績  再計算   差  割合  

①     ②   ①－② 書（①②）／②   ①  ②   ①②  （〔D②）／′②   

平成   千人  千人  千人  ％  千人  千人  千人  ％  

1，502  4，086  
拠出金算定  

対象者数合計  1，486  4，026  

: 17 1，519  1，507  12  0．8  4，097  3，983  113  2．8  

: 15 1，060  3，110  

1，054  3，072  

1，049  1，048  0  0．0  3，035  3，035  0  0．0  

442  976  

432  954  

: 17 471  459  12  2．6  1，062  949  113  11．9   

私学共済  国民年金  
項目  年度         実績    再計算   差     割合   実績    再計算   差     割合  

①     ②   ①－－②：（①②）／②   ①     ②   ①－②：（（D－②）／②   

平成   千人  千人  千人  ％  百万人  百万人  百万人  （ポ，  

494  11．8  11．7  0．2  1．4  
拠出金算定  
対象者数合言  500  11．7  12．3  △0．6  △4．8  

: 17 523  505  18  3．6  11．7  12．7  △1．0  △7．6  

15  393  

16  399  

17  406  400  7 1．6  

注1国民年金の拠出金算定対象者は、第1号被保険者（任意加入被保険者を含む）に係る分である。   
注2 平成17年度から第3号被保険者の特例届出の措置が講じられた。、  
注3「国共済」地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した、－  
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第3章  

エ 基礎年金拠出金  

各制度の基礎年金拠出金は、全制度共通の算定対象者1人当たりの単価と各制   

度の算定対象者の人数によって定められるので、基礎年金拠出金単価と基礎年金   

拠出金算定対象者致それぞれの蔀離状況によって、基礎年金拠出金の釆離状況も   

決まってくる（医l衷3－2－10）。  

図表二i－2－10 基礎隼金拠日金（牛細りl副塵負担分を除く）  

国共済＋地共済  国共済  
差 ：割合  実緒（確定値）：再計常  差 i 割合  実績（確芹隠：再計簡   差 i 割合  基礎年金 拠出金  厚／l二年金         貫績〔確ポノ酎i再計算                  1    セ、  ！ 二、、三（∴主J昔卜宣－  j二    隼   ‡二志・し！十こ妻．）ト妻）  ∴主＼   ぷ   エ妻：・りノトと了り∴2   

平成   兆P】  兆「T】  兆円  憶Pj   博一ユ】  憶円  億円   億円  憶門   

15   10．7  10．6  0．0  0．4   14，914  1，009   

16   11，0  10．H  O．2  1．8   15，161  4，087   

11．5  1l．1  0．4  3．7   15，49015，こう85  105   0．7   4，190 4，22こう  △32 ∠ユ0．8   

私  ≠共済  国民年金  
差 ： 割合  葛婚（確言憎）こ 再計簡    差 ： 割合  害繕（確声値）：再計簡   差 ： 割合  

基礎年金 拠出金  地典済           箋楕（確7打直）：再計斡                      了ユ    ニ≧   1ノ、←ノ：り：≧こ）ノ宕  二1 皇 皇二、≧′、．し皇′、壱J）ノ′：蓑  1  iご1、2ノ て（ニ盲．妻二トぷ 

平成   僚円  債H  億円  億円   情円   債円  （H 兆円    兆円  兆円   

15  10，905  1，こi19  3．2   3．1  0．0   0．4   

16  11，07′1  1，376  こう．2  3．4  △0．1 ∠△4．3   

田  11，：う00 11，162   1：う8   1，2   1，‘4上13 1，414  28   2．0  3．2  ニi．5  △0」う △9．1   

住 国共済・勅共済守一実績にノ穴、て【L年金数理部会にて推計Lた  
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第3章◆平成嘩   
（10）積立金  

平成17年度の積立金は、すべての制度で将来見通しを上回った（図表3－2－11）。  

実績（実績推計）が将来見通しを上回った割合は、厚生年金（時価ベース）が6．2％、  

国共済＋地共済が2．2％、私学共済が2．8％、国民年金（時価ベース）が11．0％と  

なっている。 国共済及び地共済別にみると、いずれも実績が将来見通しを上回って  

おり、その割合は、国共済0．4％、地共済2．6％となっている。  

図表3－2－11積立金  

厚生年金  国共済十地共済  

差    割合   実績  再計算   差    割合  
年度末 積立金        実績；実習計： 再芸算  ①②：（①一②）／②   ①  ②   ①夏、：（①②）／②   

平成   兆円   兆円  兆円  兆円  ％  億円  億円  億円  ％   

15  465，235  

［135．9］［174．6］   17l．3  3．3  1．9  ［467，780］  

16  467，652  
465・061  

2，591  0．6  

［138．2］［17l．1］   167．5  3．6  2．2  ［475，228］   10，167   2．2  

17   

［140．3］［174．2］163．9（164．0） （10．2） （6．2）  荒業］465・226（465・339）…三？：喜喜喜三  

年度末  
国共済  地共済  

積立金  実績        再計算   実績  再計算   
差  割合  

①  ②   差  割合                      ①－②  （①②）／②   ①   ②   ①一壇：  （①一②）／②   

平成   億円  億円  億円  ％  億円  億円  億円  ％   
15  86，938  378，297  

［88，175］  ［379，605］  

16  △  
87，175  

［   

377，886   
，  ［］   

17  
87・175（87・206）（4： 378，051（378，133）冒 

［］ ］ （ 

年度末  
私学共済  国民年金  

積立金  実績  再計算   差    割合   再貨   差    割合  
①  ②   ①②：（①【②）／②  実績；実習計＝  ①②：（①②）／②   

平成   億円  億円  億円  ％   兆円   兆円  兆円  兆円  ％   
15  31，802  9．9  

［32，242］  ［9．7］［lL7］   11．3  0．5  4．0  

16  
・；…  

●  9．7  

．．   ．．  ［9．7］［11．7］ 1LO   O．7  6．7  

17  32・263（32・273）（2： 
9．2  

］ ［9．7］［12．0］ 10．8（10．8） （1．2）（11，0）   

注1厚生年金、国民年金の実績推計については、用語解説「厚生年金の実績推計」の項を参照のこと。  

注2［］は、時価ベースの値である。なお、平成15～17年度の厚生年金・国民年金の実績の［］の値は、旧年金福祉事業円からの承継資  
産に係る損益を含めて、年金資金運用基金における市場運用分の運用実績を時価ベースで評価したものである。承継資産に係る増  
益分の厚生年金・国民年金への按分は、厚生年金・国民年金の積立金の元本平均残高の比率により按分することにより行っている  

注3 再計算の平成17年度の（）内の数値は、基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担について、平成16年改正後の引上げ分を反映L  
た加工値であり、年金数理部会にて推計した。  

注4「国共済＋地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。  
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（11）帝離の要因  

財政収支の実績と将来見通しの乗離について、各制度が年金数理部会に報告し  

た要因を次にまとめておく（図表3－2－12）。各制度とも運用利回りの実績が高か  

ったことを範離の要因に掲げている。  

図表3－2－12 財政収支 一平成17年度－  

暇  人  支  出  
区分  収支桟  年官吏  

保険料収人  基礎年金 ノ之ノ十全  運呵収益  そノ）仇   吾十   給付費  基礎年金   そげ）他   吉十   績立金  
拠出金  

㌍〃  兆ト⊥  兆ト  井隼  沌上  兆仁  粥半二  兆ト⊥二  兆ト」．  兆卜王  
実績推計   コ1．0  10．十   1．6  ．ニib．0〕   ご1．1   11．3   0．ご   こう∴5  ニ ニう．4］  17、1．：  

見通し   コ0．H  ：う．〔）   1．b  己8．3   ご0．tう  11．1   0．ご   ：＝．9  ∴：う．6  ユ6こi．9  

雲締 邑1萌しL什   1．0  巳1H∴う   t）．う  コb．9  1．b  ∠∴17．8   1．9  ／、＼195．8   6．こぅ  

厚  ・確保純音虻  盲目庫軍畑回  索命ソ伸∵  
生  憎リn  ′L男  冒通Ll  

牢  甲通JL  見通⊥、  ごり軽電伸長ト   
1二見，1∴1り  

llり二■  

1∵程嗜増肝  

金  
王／了要Lモ】  

1．1縫直軍f11 

胃∴虐Lしj  

ご程暦Jた丁－  

7；■   イ官F   博ド   慣「   僧乍   億円   僧巧   僚F   イ育F   億円   億F  
′実緒  10，ご90  1，6・10   コ．4ご二j  7，49コ  ごl，射5  1〔），bリ：う  」1，コ01   射）5  ご1∴共柏   54〔）  パ7，580  

同 典                                                   冒一遍し   10，ご49  1∴沌1   1∴i7巳   7，7ニう8  ご0．りご1  1ヒ），b70  4∴ご⊥i   ご8  ご0，！）：1   0  d7，175   

済  考接 見⊥示し b   0．4   う．1   7（）．5  こ↓∴   i．4   0．1  ∧0．5  1こう1i．丁   l＋十  0．5  

差′うl生した   ・粗き員数  ∵塵斥け回iノ  ・町政憫整 卿出金耳＝、  ・J青首t′  

主な要匡  】主用媚  
健F   條：1 」肯r「   僚「   博耳   億羊   億F   億F   億隼   億牢   億円  

案絹  こ机），〔）9リ  こう，T18   1」i，bO4  1三），759  b3，180  ・1こ」リ15  11∴エ沌  l．576  55，716  7，464  3と主8，0とi2  

肌 共  こう1，097  こう，5ニニ丁   b．Ull  1b，1」5J  5b，768  ・1こう，728  11，1b2  1．713  56，bO3   165  378，051   

済  寒細 見i昂l 。   ム：i．2   5．4   1L〉b．3  △2．3   11．3   ∠ゝ1．9   0．6  ∠△8．0  △1．b  44二三8．6   2．7  

差が生じた  
主／f要きl   摩坪f宮川  

憶F   憶F   億耳   背F   憬F   J苦F   ニ ●   僧F   僚F   惜F   暦軍  
札  実績  2．H65   178   1∴うぅリ   54b  1．948   2∴510  1，45こ2   10～）  ：う，87l   1，078  ：5：う，1とiO   

亨  諷1重し   ご，H7こi   1リこう   510   51と弓  4，094   ご∴i45  l，411   5リ  こi．Hl冒   ご75  ニう2，ご（う3   

♯  芙緒 苧一挿し   ム0∴う  亡△7．d   1〔）6．6   5∴う   20．9   ∠′へ、1．5   コ，7   84．b   1．1  291．5   ご．8   

済  差′うー生した  
主な要田  

・〕車鞘t回り  

㌢号⊥   〕ぎト」こ   兆ト1 兆ト1二   兆巨   兆上   プE十   兆」⊥   兆」」   兆L」   射＝十  

実絹雅子一一  1．9  し0．6」   l．7  L4．こi］   0．1   ：う．9   0．1   i．1  「0．2「   二12．01  

些  ご．1  0．ご   1．7   4．0   0．1   4．0   0．1   1．ご  ∴0．ご   10．8   

民 牢  実績 諷湧し ▲u   △5．8  ニ43．6   ∴ご．1   7．5   ∠二15．8  △二j．8   ：j」．1  ∠二：う∴う  △19コ，3   11．こう   
・納付幸ノ低1▼  ・1重用モ＝司りし′〉  

金  若か生した  ⊥阜  
主／ご要田  胃1虔こり」阜  

】71¶・b、穴r  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

3 財政指標の実績と将来見通しの比較   

（1）年金扶養比率  

平成17年度の年金扶養比率は、厚生年金、国共済＋地共済は、私学共済は実績が   

将来見通しを上回り、国民年金は下回っている（図表3－3－1、3－3－2）。国共済及び   

地共済別にみると、国共済、地共済共に実績が将来見通しを上回っている。  

厚生年金、国共済＋地共済、私学共済で実績が将来見通しを上回ったのは、厚生   

年金は、分母の老齢・退年相当受給者数が将来見通しを上回った割合よりも、分子   

の被保険者数が上回った割合の方が大きかったため、国共済＋地共済は、分子の被   

保険者数が将来見通しを下回った割合よりも、分母の老齢・退年相当受給者数がド   

回った割合の方が大きかったため、私学共済は、分子の被保険者数が将来見通しを   

上回り、さらに分母の老齢・退年相当受給者数が下回ったためである（図表3－3－3）。  

図表3－3－1年金扶養比率  

厚生年金  国共済＋地共済  国共済  地共済  私学共済  国民年金  
年度末  

実績  再計算  実績  再計算  実績  再計算  実績  再計算  実績  再計算  実績  再計算   

平成  

15   3．19   3．28   2．05  1．81  2．15  6．46  3．07   3．1   

16   3．10   3．15   1．98  1．77  2，06  6．15  2．97   3．0   

17   3．04   3．04   1．92  1．92   1．75  1．74   1．99  1．99   5．86   5．70   2．88   2．9   

18   2．92  1，86  1．70  1．93  5．40  2．8   

19   2．79  1．78  1．65  1．84  5．09  2．7   

20   2．66  1．70  1．59  1，74  4．72  2．6   

21   2．53  1．62  1．55  1．64  4，40  2．5   

注1 財政再計算との比較のため、実績は受給者ベースで 算出している。  

注2 国民年金については、分子を第1～3号被保険者数、分母を老齢基礎年金等受給者数として算出した「  

注3 「国共済＋地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

l対表3【3－2Z 年金扶養比率  

1う 圧 I; いく 用 ごり コ】   

柱 人線は実続、細線は巾計算の伯である  

図表3－3：〕年金扶養比率  

厚′巨牛金   【に  1J済十拙！  済   附杜済  
項Ir               て  ＼   こ㌔i…てて】 ‡i二「 判′†  

．（1」   ． トご（． 

辛戌  
卜倒＝机上辛   1う  二う．1り  ：う，コH  、0．（）リ   ＝、ご．7  」，（）う  1．パ1   

い去二i、rT賞′、、－∴  
：う．川  ：！．1う    り．（）5   1．（1  1．～）H  l．77   

（＼ ＼．1    ：ミ．t）1 ：i．（）1   0．（）1  0．：i  1．リコ  l．り」   0．（）1  （）」う    1，75  l．71  0．01  0，（う  

十戒  【1ノ」人 【卜I．‘ノ、  ∩り人   「・ノ、  「ノ、  「ノ＼  「人   丁▲ノ、  「一ノ＼   

被保険首類    こう2．1  こi2，巳  、、0．1  ∠二：ゝり」う  ′l，コ12  1，りリ1  

こうコ．う  ：う巳」う  （）．コ  0．7  l，川7  1，りH（i  

二うこう．り  ：う2」ミ  0．7  こ2」う  1，151 1，1（iう   11 ム0」う  1，OHコ 1，07：ミ  リ  0．し）  

＝ノノノ、 ＝リノ、  】1」ノ＼   「人   「人   「ノ、  「ノ、  「、  「ノ、   

甘酢・iよ川  1（）．1  リ．H  り，コ  ご．う  コ，071  （うOl   

川り仁よキ′i占たk  10．1  川J〉  （）．」  巳」i  ∴l二三1  （il：i   

1’ノ   17  1（）．リ  1り．1i  什コ  コ．0  コ，1うH  ∴171 ∠：ゝ】こう  へ＼、0．h    （ilト；  （う1（う  
）  0」ミ   

他律済  杵乍持崩  匡†圧隼余  
」糾】  牛皮右                宣揚－f  l了：り「「  圭キー＝  判合  

しl」、）ご′  1リ  1」    （lコ 

巨成  
トH斗養比ヰ   1う  ご．1う  tう．1（う  ：う．り7  ：ミ．1 ∠二（）．り1    1．2   

い云六1「㌻首ノイ－■  

2．（）（う  〔う．1う  コ．し）7   ：うイ）∴二＼0．（）ニミ    ∠二0．リ   

（＼ ＼ノ  17   1．リリ  1．リリ    り．（）（）   （）．コ     5．Hh   ごう．70   0．圧  2．リ     2．ババ   コ，～）∠＼．〔）．り2  ∠ごゝ（）．h  

自戒   「ノ、  ト／、  「ノ、  「人   「・ノ＼  「人  】Fノノ、【ノノ‘ノ＼ 【！‘り人  

：う，1「il  仁＝  6リ．7  （1リ．7   （）．（）  り．0  

：i，Ill  ト1ご  （iリ．7  （うり．5   （）．」  0」う  

：ミ，Oht）：う、りリ2   、ごこう    ′、．0．7  ＝け  ll」   5．H  l」ミ     （う（）．り   ぐiリ．1   0」  0．〔う   

「ノ、、  トJ、  「ノ、  トJ、  「▲ノ、  トノ、  】Jノヘ 【rノ」ノ、 L」、  

と酢・．拉什                                  l，1（う7  h7  ココ．7   ユコ．う  りノミ  1」う   

川りト㍗㌫賞‘叛  1、5（）H  
【リ J」  」ニi．5   コ：i．2   （〕」う  1．コ   

（＼二    1，51（）1，1うう  二、1う  1．（）  7〔1  7ト音  ムト2   1．5     2仁コ  」二う．リ   0」！  1」う   

】1′之：7、／†賞ノ＼－ノソ）丁卜1雄、勘Lニト：rトろ  

汗ご 巨＝UI恕二／∴ ごいJJ′｛弟1＼：りJ・牲困窮打数∴川キと▲附▲〔碓イト侶卜三三′描敷t二し∴てて川1t  

汗り 日代済」地代済（ノ）ノJニ織∴  Jしで†空叛理r諒∵こ帆子†  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

（2）総合費用率、独自給付費用率  

（総合費用率）   

平成17年度の総合費用率は、厚生年金、国共済＋地共済、私学共済、いずれも実   

績（実績推計）が将来見通しを上回った（図表3－3－4、3－3－5）。平成17年度の将来   

見通しにおいては、全ての制度で総合費用率は保険料率を上回る見込みであったた   

め、保険料率との差は将来見通しより拡大した。国共済及び地共済別にみると、い   

ずれも実績が将来見通しを上回っている。厚生年金は、平成15～17年度のいずれも   

実績（実績推計）が将来見通しを上回っている。総合費用率の差を平成17年度につ   

いてみると、厚生年金で0．3ポイント、国共済＋地共済で0．2ポイント、私学共済   

で0．2ポイント、それぞれ実績（実績推計）が将来見通しを上回った（図表3－3－6）。   

実績（実績推計）が将来見通しを上回る結果となったのは、厚生年金は分母の標   

準報酬総額が将来見通しを上回った割合よりも、分子の「実質的な支出一国庫・公   

経済負担」が将来見通しを上回った割合の方が大きかったため、国共済＋地共済は   

分子の「実質的な支出一国庫・公経済負担」が将来見通しを下回った割合よりも、   

分母の標準報酬総額が将来見通しを下回った割合の方が大きかったため、私学共済   

は分母の標準報酬月額が将来見通しを下回り、さらに分子の「実質的な支出一国庫・   

公経済負担」が将来見通しを上回ったためである（図表3－3－6）。  

図表3－3－4 総合費用率  

厚：生年金  国共済＋地共済  国共済  共済  私学共済  

年度  
実績  実績 推計  再計算  実績  再計算  実績  再計算  実績  再計算  実績  再計算   

平成   ％  ％  ％  ％  ％  ％  ％  ％  ％  ％  ％   
15  17．3 18．1   17，8  15．1  17．4  1／1．4  11．3   

16  17．8 18．8  18．2  15．8  17．1  15．4  11．5   

17  17．8 18．8 18．5（18．4）    16．4 16．2（16．1）   16．7 16．5（16．5）   16．2 16．1（16．0）   11．8 11．6（11．6）   

18   18．8（1臥7）  16．5（16．4）  17．1（17．0）  16．3（16．2）  11．8（11．7）   

19   19．0（18．8）  16，8（16．7）  17．5（17．4）  16．6（16．5）  12．0（11．9）   

20   19．3（19．1）  17．3（17．2）  18．0（17．9）  17．1（17．0）  12．3（12．2）   

21   18．8  17．6  18．1  17．4  12．0   

注1 厚生年金の実績推計に一ついては、用語解説「厚生年金の実績推計」の項を参照のこと。  
注2 再計算の平成17年度以降の（）内の数値は、基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担について、  

平成16年改正後の引上げ分を反映した加工値であり、年金数理部会にて推計した。  

注3 「国共済＋地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した‖  
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図表3－3－5 総合費用率  

‖ ＝  

2：う「   

－－●－一一－－ 、  

将来見通し  
実績   

バ 」  

15  川  17  1ト；  用  2り  コ1  

隼ノ豆  

注 太線は′五紙（実績推計）、細線は再計算結果に1（成16年改正後叫甘峠・公経済負担引1二   

げを反映したノ川「値である 

（独自給付費用率と基礎年金費用率）   

総合費用率を独白給付費川率と基礎年金費川率に分け、それぞれ将来見通しと比  

較してみると（匝1表3¶3－6）、   

厚生年金は、平成15～17年度において、総合費用率、独白給付費用率のいずれ  

も将火見通しをH司っているが、基礎牢金費川率は平成15年度、16年度は将来  

見通しを下回り、平成17年三度はほぼト司程度となっている 

国共済＋地共済は、、巨成17年度の総合費用率、独白給付費用率、基礎年金費用  

率のいずれも将来見通しを＝‖Iっている。これは標準報酬総額が将来見通しを1こ  

回ったことによる影響が人きい。国共済及び地共済別にみると、国共済の基礎年  

金費川平を除いて総合費用率、独＝給刊費用率、基礎年金費川やのいずれも将来  

見通しを卜回っている 

私学共済は、総合費用率、独仁摘合付費用率、基礎年金費用率のいずれも将来見  

通しをと回った。  
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図表3－3－6 総合費用率、独自給付費用率、基礎年金費用率  

厚生年金   国共清一地共済  
再貴 

項目  年度        実績：実警計：再芸簑l ≡（せノg   ‥心′せ   
平成   ■滝  ）  りイ〕  ％  【パー  l施  

17．3  18，1  17．8  0．3  1．9   15，1  

総合費用率  17．8  18．8  18．2  0．6  3．1   15．8   

（Xノ′w：く100）  

17・8  18・8  （0・3）  （1・9）   16▲4  

（）  （）  
（0▲2）  （1・4）   

独自給付  
12．6  13．4  12．9  0．5  4．0   11．8  

12．9  13．9  13．3  0，6  4．7   12．4   

（ヽ7′ノⅥ7ylOO）  12．9  13．9  13．5  0．3  2．5   12．9  12．8  0．1  1．1   

基礎年金  
4．7  4．7  4．9  △0．2  △3．6   3．2  

4．9  4．9  5．0  △0．0  △1．0   ：i．5   

（ZノW．ylOO）   

17   4・9   4・9  （0・0）  （0・1）   3・4  

（）  
（0・1）  （2・8）  

（）  

平成  ■■  ■■  ＝  ■■   億円  億円  億円  
25．2  26．4  25．7  0．7  2．8   45，097   

総合費用  26．1  27．6  26．5  1．1  4．2   46，961   

（Ⅹ）  

26・4   27・9  （0・8）  （3・1）   

（）  
47，968 （芸≡温（△4日4） （△1・0）   

18．4  19．5  18．6  0．9  4．9   ：i5，460  
独自給付  

＝こj＝  18．9  20．4  19．3  1．1  5．7   36．706   

（Y）  19．1  20．6  19．8  0．臼  3．8   37，962  38．478  △516  △1．3   

6．9  6．9  7，1  △0．2  △2．8   9，637  

基礎年金  7．2  7．2  7．2  △0．0  △0．0   10，256   

（Z）  

7・3   7・3  （0・1）  （1・3）   10・006   
（）  

（：il） （0・3）   

標準報酬  145．9  145．9  144．6  1．3  0．9   299，324  

総額  146．9  146．9  145．5  1．4  1．0   296，696   

（W）  17   148．7  148．7  146．9  1．8  1．2   293，270   300，427  △7，156  △2．4   

国共済   地共済  

差      割合   実績     再計算  差      割合  
項目  年摩        実練     再計算                                   ①       ②  ①②   （（彰②）／（身   ①      ②  ①② ・（①②）′′②   

平成   （拡  l施  ‘施   【‰  【滝  l冥，  ■‰  
17．4   14．4  

総合♯用率  17．1   15．4   
（XノⅣ㌧100）  

16・7  （0・3） （1・7）   16・2  （）  （0・2） （1・3）   

（）  

独自給付  
13．7   11．3  

13．2   12．1   

（ヽ’′vJXlOO）  12，9  12．6  0．3  2，4   13．0  12．9  0．1  0．7   

基礎年金  3．7   3．1  

3．9   3．3   
（Z′ノⅥ’米100）   

1 17 3・9  （0・0） （△0・6）   3・3  
（）  （0・1）  （3・9）   

（）  

平成   億円  億円  億円  ％   億円  億円  億円  （‰  

12，334   32，763  

総合費用  12，118   34，843   
（Ⅹ）  

（231） （2・0）   11，822 （；）   36－147 （喜呂ぷヲ）（△715） 
（△1・9）   

9，736   25，725  
独自給付  

9，331   27，374   

（Y）  9，094  8，853  241  2．7   28，868  29，625  △757  △2．6   

基礎年金  
2，599   7，038  

2，787   7，469   
（Z）  

2，728  （△0・4）   7・278  
（…渇 （△10）  （）  （42） （0■6）   

標準報酬  71，088   228，2：i6  

70，717   225，979   

（W）  17   70，654  70，460  194  0．3   222，616   229，967  △7，351  △3．2   
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私学♯済  
碩弓  年嗜      実績      再計算  差       割合  

l  せしヨ′   （し卜し皇）こラ  

平成  
15   11」う   

総合乗用車  ＝．5   

（Xll’・川0〉  

11・H  （0・2） （2・1）   

（，   

8．0  
独自給付  

H．0   
；ヽ■ Ⅵ∵・汗Ol  H．2  H．1  0．1  1．コ   

：15  
基礎年金  

：j．コ  

こi．5   

LZll’－ 川0）   

こ～・6  
（）  （…  （‘i・1）  

王城   傍竿  億円  億「二；  

コ，9：う6   

総合費用  ：う，0ニうこう   

‡＼十  

3▼1コ5  （）  （コ7）  
（0・～｝）   

2．093  
独自給付       ロ  
費用  2，1（）1   

（ヽ▼）  2，1わ1  コ，1Hl  l  O．0   

84：ヱ  

基礎年金  9こぅ2   

（Z〕   

17   9・13   

） 
（コh）  （2・リ）   

26，076  
標準報酬 総額  田 †卜  26，263   

（Ⅵ’）  17  26，」95  26，HO7  △こi12  ′＼1．コ   

注1厚生年金の実績推計にノ）い口i、用語解説厚生年金の実績推計＿の項を参照のこと。  
注2 基礎年金費用の実績値げ）算出に恥、る基礎年金拠出金は決算ベース叫直であるし  

注：う 再計算の平成1「7年度♂〕（）内の数値は、基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担に／ついて、平成16年改正後の引上げ分を反映した  

加工値であり、年金数理部会にて推計した。  
注一i総合費用とほ十実質的な支出国庫・公経済負担」Lr）二とで、総合費用率の算出に使用される  

桂5 独自給付費用とは「実質的な支出国庫・公経済負担基礎年金拠出金（国庫・公経済負担分を除くトげ）二とで、  
独自給付費用事の算出に使用される  

注6 基礎年金費用とは「基礎年金拠出金（同庫・公経済負担分を除く）＿げにとで、基礎年金費用率の算出に使用される 

注7「国共済⊥地共済の実績についてほ、年金数理部会にて推計した。  
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（3）収支比率  

被用者年金の収支比率は、平成17年度において、厚生年金、国民年金は時価ベー  

スで、国共済＋地共済、私学共済は簿価ベースで将来見通しを下回った（図表3－3－7、  

3－3－8）。特に厚生年金、国民年金は将来見通しでは100％を超えていたが、実績（実  

績推計）では100％を下回っている。国共済、地共済別にみると、国共済、地共済  

共に将来見通しを下回っている。厚生年金、国民年金は、平成15～17年度において  

も将来見通しを下回っている。  

将来見通しとの差を平成17年度についてみると、厚生年金が25．1ポイント（実   

績推計88．9％、将来見通し113．9％）、国共済＋地共済が14．4ポイント（実績85．0％、  

将来見通し99．4％）、私学共済が17．6ポイント（実績74．0％、将来見通し91．6％）、  

国民年金が17．7ポイント（実績87．6％、将来見通し105．3％）それぞれ実績（実績  

推計）が将来見通しを下回っている。  

厚生年金、国共済＋地共済、私学共済、国民年金で収支比率が将来見通しを下回  

ったのは、分子の「実質的な支出一国庫・公経済負担」は各制度により将来見通し  

を上回ったり、下回ったりしているが、分母の保険料収入額と運用収入額の合計が、  

分子の変動割合より大きく将来見通しを上回ったことによる（図表3－3－9）。特に各   

制度とも平成17年度の運用収入が将来見通しを大きく上回っている。  

図表3－3－7 収支比率  

厚生年金  国共済＋地共済  国共済  地共済  私学共済  国民年金  

年度                     実積  実績推 凶  再計算   実積  再計算   実績  再計算   実積  再ぎ十算   美積  再計算   実積  再吉十算   

平成   ％   ％  ■滝    ％  ％   l‰  ％   十㌧  十㌧   ％  lごも   l滝  l沌   

15  l17．2  91．5  9とi．0  89．3  86．2  97．6   

［98．3］［97」］ 111．3    ［78．0］  ［91．3］  ［70．2］  ［82．8］  ［鵬．7］ 104．2  
16                       123．8  94．7  98．3  9こi．5  86．8  103．1   

［112．7］［113．6］ l15．9    ［86．3］  ［96．9］  ［83．1］  ［78．6］  ［95．6］  108．0  
17                        120．8  85．O  t）9．7（99．4）   弧O 100，0（99．7）   82．7  99．6（99．3）   74．0  91．9（9l．6）   109．0   

［90．4］［88．9］114．3（113、9）    ［60．3コ  ［79．1］  ［55．9］  ［65．5］  ［87．6］106．4（105．3）  

111．5（110，8）  9こi．9（93．5）  98．1（97．b）  92．6（92．2）  85．8（85．3）  105．2（103，0）   
19   108．9（107．9）  92，1（91．5）  97．8（97．0）  90．4（89．9）  82．9（82．1）  104．7（101．3）   
20   106．1（105．1）  90．4（89．8）  97．6（96．8）  88，3（87．8）  80．5（79．7）  104．4（100．9）   

2l   100．7（100．6）  88．8（88．8）  96．6（96．5）  86．6（86，5）  75．0（75．0）  85．3 （85．0）   

注1【】は、時価へ－ス叫直である  

注2 各共済の時価／＼－スは、時価ヘーースび）遠別文人（参考値）を基に算出した1）リ）である  

注3 厚生年金ノ）実績推計に／〕いては、躍誇解柁「厚生年金ぴ）実積推計」し′）項を参照レ）二と  

注4 再計井の平成17年度以降… ）叫び）数値は、基礎年金拠出金に係る匡闇・公経済負担∴／）いて、平成1b牢改正後ソ）引上げ分を反牒した加工値てあり、年金数理部会にて推計した  
注5 「国共済＋地共済J〔／）実績についこは、年金数理部会にて推計した  
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図表3－3－8 収支比率  

、ヽ  

、－－へ 

、jフー丁 川】1∴ナ““へ11」－叫㌦“ 、～「  

＼＼＼ 
＼・→、 、、  

夫績  

将来几適L  

う（）  

1「i  川  1丁  】H  lt）  ごり  二1  

イドJ■と   

注 太練は実績（尖績推計）、細線は直言仁算結果に平成16年改正後の匡腫・公経済負担引上げを   

反映した加工伯であるり  
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図表3－3－9 収支比率  

厚生年金   国共済＋地共済   国共済  
…（①観′②  業績：再計算   差 ；‘割合  実練：再計算   差 ： 割合     ①   ②  （む②：任）②）／②  ①   ②＋l（手彦（㊤②）／ 

項目  年度          実績ぎ実習計…再悪筆l品                            ：②   
平成   ％〉  ％  －％  ％  ％   ％  ％  ％  ％   ％，  ％  （％  ％，  

15  91．5   98．0  

［98．3］［97．1］111．3 △14．2  △12．8  ［78．0］   ［91．3］  

16   94．7   
収支比率  

98．3  

（X／WxlOO）  ［112．7］［113．6］115．9  △2．3  △2．0  ［86．3］   ［96．9］  

17  120・8  
114．3   

85・0  99．7（△14■4）（△14・5）  93・0 100．0（△6・7）（△6▲8）  

［90．4］［88．9］（113・9）（△25．1）（△22．0）  ［弧3］（99・4）（△39．2）（△39．4）  ［79．1］（99・7）（△20．6）（△20．6）   

平成   兆円   兆円   兆円   兆円  ％  億円   儒円   億円  ％  億円   億円   樽円  ％  

25．2   26．4   25．7   0．7  2．8  45，097   12，334  

総合費用                                                                    26．1  27．6   26．5   1．1  4．2  46，961   12，118   

（X）    26・4 27・9（三言二王）（0・8）（3■1）  47，968（芸≡：≡冒昌）（△484）（△1・0）  11・822（壬壬駄（231）（2・0）   
兆円   兆円   兆円   兆円   （滝  億円   億円   億円    ％  借円   債円   億円    ％  

保険料                                             19．2   20．2  19．7   0．5  2．6  39，907   10，231   

収入    19．5   20．2   20．0   0．2  0．9  39，954   10，218   

（Y）    20・1  21・0  20．8   0．2  1．1  40，389 41，346  △957  ∠＼2．3  10，290 10，249  41   0．4   

兆円   兆円   兆円   兆円    ％  億円   億円   億円    ％  億円   億円   借円    （滝  
15  9，357   2，358  

［6．4］ ［7．0］  3．4   3．6  105．7  ［20，277］   ［3，282］  

運用                                             16   9，643   2，109   

収入  ［3．7］ ［4．1］  2．8  1．3   44．4  ［14，491］   ［2，291］  
（Z）  

: 17 1.R 
：う．0   

16，026 7，383（8，642）（117・0）  2・423 1，372（1・050）（76・5）  

［9．2］［10．4］（3・0）（7．4）（249．8）  ［39，219］（7－384）（31ぷ5）（431．1）  ［4，647］（1，373）（3，27■4）（238．5）   

兆円   兆円   兆円   兆円    ％  億円   意円   音円    ％  頂門  億円  億円   ％  
15  49，265   12，588  

［25．7］［27．2］ 23．1  4．1   17．8  ［60，184］   ［13，513］  

保険料収入                                          16   49，597   
と運用収入   

12，328  

の和  ［23，1］ ［24．3］ 22．9  1．4  6．3  ［54，445］   ［12，509］  

（W）＝Y＋Z                  17  21・9  
23．7   

56・416 48，730（7・685）（15・8）  12，71311，621（1，091）（9・4）  

［29．2］［31．4］（23・7）（7，7）（32．3）  ［79，609］（48・730）（30，878）（63．4）  ［14，937］（11・621）（3，315）（28．5）   

平成  
15  0．19   0．19  

［0．25］［0．26］ 0．15  0．11  74．8  ［0．34］   ［0．24］  
運用収入の    16   0．19   0．17   

運用収入の和  ［0．16］ ［0．17］  0．12  0．05   36．5  ［0．27］   ［0．18］  
に対する割合  
Z／（Y＋Z）                  17  0・08  

0．13   
0・28 0．15 （0・13）（87・5）  0・19 0．12  （0・07）（61・4）  

［0．31］［0．33］（0・13）（0．2）（163．9）  ［0．49］（0・15）（0．34）（225．1）  ［0．31］（0・12）（0．19）（163．4）   
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

地共済   私学共済   国民年金  
項目  牢度          実績再計算  董 ：割合   実緒：再計算  羨：割合  実績：再計算   差 ■ 割合  

1  巨甘！り逗＼）ノ皇  了  サ  j、、・：三 （1ニラ：）′遼て  耳   ′す  二し）な、・り二之∴）／ぷ  
正成  ノり  

（1（l  

15  柵．コ  97．b  
r70．封   「H巳．H］   折．71 1（けご ハ．18．5  △17．8  

16  H6．H   10：ミ．1   

収支比率  こ8：う．1］   二7日．6」   （X／′wxlOO）  凍痛」108．0 △12．4  ∧11．5  

冒コ▲7   9～）．6 拾16・（i）（△16・7）  7も0   軋～）仏17・6）仏19▲コ）  109・0  
106．4  

［55射 （99Jう）仏4：う．4）（△4：う．7）  ［帆5］（91・（う）（△26．0）（△コ8，4）  ［87．b］（105」う）仏17．7）（△16．冒）  

平確   借R   億コ三   唱甲   借円   ノ軒丁；  侶円   兆円   兆円   兆ニーヨ  
：うコ，7（1こう   コ，9こう6   コ．1   コ．コ  ／＼0．1   △～ま．8   

総合費用    ：う4，84：う   ：5，0：i3   
（×）  

2．1   二三」う  ハ）0．コ   ∠18．9  

＝う6・147： 

（） （‘′へゝ715）仏1・9）  ：う▼125（三…：ム呂…）（コ7）（0・9）  2・‥う（三二三）仏0・1）（∧4・4）   

儒F］  楕円   借「1  借「二］  億円   将軍  兆円   らに彗   兆円    1  
保険料                                 コ9，677   2，7：j6   2．0   1．9    0，1  5．0   

収入    コ9，7こi5   2，758   1．9    ニヱ．0  ∠＼0．0   △1．6   

（Y）    ニう〔川99 31，097 △998  △こう．コ  2，月65  コ，昌7Lう   J17   ∠＼0∴う  1．9    2．1  ∠△0．1  ／ゝ5．R   
億甲   信「一］  楕円  億円   借「て］  博H  兆円   兆羊   兆円  

15  670   0．コ  

1亡），J9う1   日09］   0．41  0．2   0．2  110．0  

運用                            16   7：うH   0．1   

収入  〔1コ，コ00」   し1，10：う］   「0．こり  0，コ   0．1   53．1   
（Z）   

17  1こ与・（湖 6，011（7，592）（12…）  1J∬9   510  （錮9）（166・5）  0▲1 0．2  

［34，う73」（6，01ご）拙561） （475．1）  Ll，90：う］（510）（1，393） （27：＝）  ro．6］（0▲2） （0．5）（243．2）   

1平   借円   憶1  儒巧  億甲   億円   儒円     －シり  JE円  J三門   兆円     り；，   
15  3，406   2，1  

［46バ72］   L：i，5▲15］   ［2．41  2．1  0∴う   15．H  

保険料収入   16   こぅ，∠195   コ，0   
と運用収入  

の和  「41，〕35］   Lこ∋，860j   L2，2」  コ．1  0．1  2．9  

（W）＝Y＋Z                  17  4：うJ703 37，10H（6－59・4）（17・8）  4・225  3，383 （H42）（24・9）  2・1  
ユ3  

64，う72」（：う7IlO9）（コ7，弧う）（74封  L4，768」（こiJ淵）（1J用6）（41．0）  L2．6］（2」ミ） （0」う）（15．0）   

平成  

15  0，20   0．07  

Jc．3仁）1   ［0．コ3」   二0．19」  0．10  0．OH   81」う  
運用収入の  
保険料収入と    16   0．21   0．05   

運用収入の和  ［C．コ別   ［0．29］   ［0，1コ1  0．OH   o．04  、i8．9  
に対する割合  
Z／（Y＋Z）                 17  0■31 0．16 （0・15）（92■l）  0・3コ  0．15 （0・17）（113・4）  0・07  

r）．08  

ro．53］（0・1h）（0．こう7）（2：う00）  こ0∴10］（0・15）（0．コ5）（164．7）  し0．25」（0・08）（0，17）（198．5）   

注1厚生年金の実績推計に一）いては、用語解説「厚生年金の実績推計」〔ハ項を参照ゾ）二とし  

注2［］ほ、時価ベース叫直である なお、平成15、17年摩の厚生年金・国民年金の実績明［］叫直ほ、旧年金福祉事業l酌、し－〕ゾ）承継資産に係る損  
益を含めて、年金資金運用基金における市場運用分の運用実績を時価ベーースで評価Lた阜，〃〕である 承継資産に係ろ損益分の厚生年金・国民  
年金ノ＼ゾ）按分ri、厚生年金・国民年金の積立金の元本平均残高の比率により接分することに［り行っている  

往こ主 各共済の時価ノ＼＼∵一：柑〕運用収入は、年度末積立金げ）評価損益の増減分等を加減して算出した参考値てある 

桂1再計算の平成17年度州）内げ）数値は、基礎年金払出金に係る国庫・公経済負柳二ついて、平成16年改正後の引1二げ分を反映Lた加工値て  
舟川、年金数理部会にて推計Lた  

注5 国共済十地共済（／）実績に／〕いてH、牛金数理部会にて推計Lた  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較   

（4）積立比率  

平成17年度の積立比率は、厚生年金、私学共済は、実績（実績推計）が将来見通  

しを下回り、国共済＋地共済、国民年金は上回った（図表3－3－10、3－3－11）。国共  

済及び地共済別にみると、国共済は実績が将来見通しを下回っているが、地共済は  

上回っている。厚生年金は平成15～17年度のいずれも実績（実績推計）が将来見通  

しを下回っているが、国民年金はいずれも上回っている。  

これは、厚生年金、私学共済は、分子の前年度末積立金が将来見通しを」二回った  

割合よりも、分母の「実質的な支出一国庫・公経済負担」が将来見通しを上回った  

割合の方が大きかったため、国共済＋地共済、国民年金は、分子の前年度末積立金  

が将来見通しを上回り、さらに分母の「実質的な支出一国庫・公経済負担」が将来  

見通しを下回ったことによる（図表3－3－12）。  

図表3－3－10 積立比率  

厚生年金  国共済＋地共済  国共済  地共済  私学共済  国民年金  
年度  美禰  実績稚 言十  再計算  実績  再計算  美積  再吾十貰  実練  再亨十算  実績  再計算  実練  実績推 計  再計算   

平成  惜   借  儒    借  借   借  儒   儒  儒   惜  儒   惜    借  惜   
15  10．2  7．0  11．4  10．7  4．8  

［5．2］［6．6〕  6．8    ［10．0］  ［7．1〕  ［11．2］  ［10．8］  ［4．6］［5．5〕  5．3  

16  9．9  7．2  10．9  10．5  4．7  

［5．2］［6．3］  6．5    ［10．0］  ［7．3］  ［10．9］  ［10，6］  ［4．6］【5．6］  4．9  

5．2  9．7  9．6（9．6）   7・4  7．5（7．5）   10．5 10．2（10．3）   10▲3 10．3（10．3）   4．3  

［5．2］［6．1］ 6．2（6．2）    ［9．9］  ［7．5］  ［10．7］  ［10，6］  ［4．3］［5．2］ 4．6（4．6）  

18   5．8（5．9）  9．3（9．3）  7．1（7．2）  10．0（10．0）  10．1（10．1）  4．1（4，2）   

19   5．6（5．6）  9．0（9．1）  6．9（7．0）  9．7（9．8）  9．9（10．0）  3．8（3．9）   

20   5．3（5．4）  8．7（8．8）  6．6（6．7）  9．4（9．5）  9．7（9．8）  3．6（3，8）   

21   5．3（5．3）  8．7（8．7）  6．5（6．5）  9．4（9．4）  10．2（10．2）  4．2（4，3）   

注1［］は、時価ヘースの値である，  

注2 厚生年金、国民年金の実練推計については、用語僻朋「厚生年金の美禰推計」（ハ項を参照げ）こと  

注3 再計算の平成17年度以降の（ ）内の数値は、基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担について、平成16年改正後〝）引上げ分を反映した加工値で  
あり、年金数理都会にて雅言十した  

庄」 「国共済＋地共済」（′）美綺についてごi、年金数理都会にて推計した 
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

図表3－3－11積、】／二比率   

情  
1ニミ  

H T  

一 い∴ll‾  ＿  

尖績  

いI代車余  

将来見通し  

隼度  
15  川  17  川  Ⅲ  20  21  

注 太線は美績（尖績推計）、細線は再計算結果に平成16年改正後の同庫・公経済負担引上げを   

反映した加⊥値であるこ、  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

図表3－3－12 積立比率  

厚生年金   国共済†地共済  
項日  年度  実績：実習計：  再草  再算  

甘苧¢∴（①竺】怠′′e   l寝〕警官∴（庄空息′鑑   

平成   倍  倍  信  惜  （ゾ、   イ菩  倍  倍  〕  
15  5．5   10．2  

［5．2］ ［6．6」  6．8  △0．2 △2．7   ［10．0］  

積立比率  5．3   9．9   

（Y／X）  ［5．2］ ［6．3］  6．5  △0．1 △2．1   ［10．0］  

17  5．2  ●  

［5．2］［6．1］6．2（6．2）（△0．1）（△1．0）   ． ・・・・ 喜  
平成   兆円  兆円  ソ覧円  兆円  ％   億円  億円  億円  （｝ム  

25．2   26．4  25．7  0．7  2．8   45，097  
26．1  27，6  26．5  1．1  4．2   46，961  

26．4  27．9  27．1（27．1） （0．8） （3．1）   47，968  48，565（48，452）（△484）（△1．0）   

兆円  兆円  Jミ円  兆円  －！も   億円          億円    條円     ％  
15  461，405  

前年度末  ［132．1］［174，1］   174．1  0．0  0．0   ［452，706］   
16  465，235  

＋ヽ十一  

［135．9］［174．6］  171．3  3．3  1，9   ［467，780］  
田   

［138．2］［171．1］ 167．5   3．6  2．2   ［  465・0611： 

年度   国共涛   地共済  
項目  実績  再計算  差    割合   実積  再計算  差     割合  

庄〕  官  〔∑②：（甘②）′′②   こ盲二  ②  ①－② ■（（圭官）′′壇 

平成   倍  惜  儒  （払   惜  倍  倍  一塊  
15  7．0   11．4  

［7．1］   ［11．2］  

積立比率                                                    16  7．2   10．9   

（Y／Ⅹ）  ［7．3］   ［10．9］  

17  
10・2（10・3） 

［］ 7・5（7・5）芸3：三喜呂二三   ］ 

平成   借円  債円  億円  ％   億円  億円  億円  ％  

12，334   32，763  
12，118   34，843  

11，822 11，621（ll，591） （231） （2．0）   36，147  36，943（36，861）（△715）（△1．9）  
一   

億円  億円  億円  ％   億円  催円  債円  施   
15  86，747   374，658  

前年度末  
［86，986］   ［365，720］   

16  86，938   378，297  

（ヽr）  

［88，175］   ［379，605］  

17  △   

［   87・175   
377・886 ：  

年度   私学共済   国民年金  
項目  再算  再算  必至息，盲（エ，竺」怠′′②  実績：実習計；  lせ竺せ主（貞ぞ一息（李   

平成   愕  惜  倍  －‰   信  倍  倍  借  ％  

15  10．7   4．8  

［10．8］   ［4．6］［5．5］  5．3  0．3  5．0  
積立比率                                                            16  10．5   4．7   

（ヽr X）  ［10．6］   ［4，6］［5．6］  4．9  0．7  14．3  

田  10・3（10・3）（（  4．3  
［］ ［4．3］［5．2］4．6（4．6）（0．5）（11．6）  

平成   億円  借円  借円  ■施  兆円    メミ円  ⇒三円  Jミ円  （払  

2，936   2．1  2．1  2．2  △0．1  △4．8  

3，033   2．1  2．1  2．3  △0．2  △8．9  

3，125  3，108（3，098） （27） （0．9）  2．3  2．3  2．4 （2．4）（△0．1）（△4．4）   
億円  億円  億円  ％  兆円    ソミ円  卓ミ円  兆円  ％  

15  31，368   9．9  
［31，625］   

前年度末  ［9．5］［11．4］   11．4  0．0  0．0   

16  31，802   9．9  

（Y）  

［32，242］   ［9．7］［11．7］   11．3  0．5  4．0  
17  9．7  

［］  31，9881ぷ  ［9．7］［11．7］ 11．0   0．7  6．7   

注1［］は、時価ベースの値である【  

注2 厚：生年金、国民年金の実績推計については、用語解説「厚生年金の実績推計の項を参牒け）二と 

注3 再計算の平成17年度の（）内げ）数値は、基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担について、平成16年改正後の引上げ分を反映した  

加工値であり、年金数理部会にて推計した。  

注4 総合費用とは「実質的な支出 国庫・公経済負手1のことで、積立比率の算出二慣用される′  

注5「国共済†地共済 の実緯については、年金数理部会にて推計した′  
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4 積立金の実績と将来見通しとの帝離の分析   

本節では、被用者年金について、 平成17年度末の積立金の「実績」が「将来見通し」   

と乗離した要凶を分析する。積立金はそれから生ずる運用収入が活用され、また、平  

成16年の改正後は、その取り崩しにより、将来世代の負担を軽減する役割を担うもの   

で、実績と財政計画上の将来見通しとの蔀離は、将来世代の負担の軽減度合いを変え、   

年金財政に影響を与える可能惟がある。ただし、例えば積立金が将来見通しをF回っ   

ても、支山等も同じように下回る結果、保険料率引卜げ計画の修正が必要でない場合   

も考えられるので、将来見通しと某があれば、そのすべてが年金財政に影響を与える   

というわけでは必ずしもない。  

公的年金では保険料や給付費が長期的には概ね名目賃金ヒ昇率に応じて増減するこ   

とから、運用利「口lりを財政計画上のものと比べる際は、運用利回りが名目賃金L昇率   

を上二回る分で比較することが適当であると思われる注1。運用利回りが名目賃金卜昇率   

を上回る分のことを以下‘「実質的な運用利回り」、また、元の運用利回りの方は対比の   

意味で「名目運用利回り」ということにする。このとき用いる名目賃金上昇率は、年   

金額に連動するものという意味で、年齢構成等の変動による影響を除去した後の一人  

、当たり標準報酬月額の増減率を用し、る。   

積立金は毎4ト度の収支残の累積であり、人［］要素注2、経済要素注2など収支を左右す   

る要素はすべて積、ト金の水準に影響を与える。そのため、積、t金の実績が将来見通し   

と乗離する要因は多岐にわたることになる。以下では、運用利lロ1りが人目要素と無関   

係で経済要素のみに左右されるものであること、人口要素はもっばら運用収入以外の   

収支残に影響するものであることに着「1して、乗離をまず、  

○運用利回りが見通しと異なったことで発生した承離  

○運用収入以外の収支残が見通しと異なったことで発生した乗離   

に大別して、席離が牛じた要因を探っていくことにする。  

なお、積立金や運用収人については、簿価ベース、時価ベース両方の数値があるが、   

時価ベースの数値もできるだけ取り入れて分析した。  

托1 実質的な運用利回り＝（1＋名目運用利回り）／（1＋名目賃金上昇率）－1  

用語解説「実質的な運用利回乃」（J）項を参照のことしつ  

注2 人「］要素には将来人［」、死亡率、被保険者数見通し、失権率、脱退率などがある。経済要素は  

主に名目賃金ヒ昇率、物価上二昇率、名目運用利†口川である。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較   

また、前述のとおり、平成16年の制度改正後に行われた平成17年度の基礎年金の  

国庫・公経済負担の引上げは、平成16年財政再計算における「将来見通し」に反映さ  

れていないため、そのことによって生じた帝離をあらかじめ除去する方法として、比  

較対象の一方である平成16年財政再計算における「将来見通し」にこの引上げ分を反  

映し、加工したものを平成17年度の実績と比較している。以下この節と次節において、  

特に断らない場合、「将来見通し」はこの国庫・公経済負担の引上げの反映後のものを  

指すものとする。加工の方法の詳細については章末の補遺1を参照のこと。  

（1）平成17年度の実質的な運用利回り   

実質的な運用利回りの動向は、図表3－4－1のとおりである。平成17年度の実質的な  

運用利回りは、各制度において財政計画上のものを上回った。厚生年金では実績7．00％  

で将来見通し0．50％を6．95ポイント、国共済は実績2．09％［時価ベース：5．01％］で  

将来見通し0．30％を1．79ポイント［同：4．71ポイント］、地共済は実績3．26％［時価  

ベース：8．66％］で将来見通し0．30％を2．96ポイント［同：8．36ポイント］、私学共済  

は実績4．25％［時価ベース：5．88％］で将来見通し0．30％を3．95ポイント［同：5．58  

ポイント］それぞれ上回った。  

」
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

図表3－4－1宰，【］運用利回り、実質的な運用利回り  

実績と平成16 年財政再計算における見通し  

区分  年度   厚二生年金l   国共済   地共済   l   私学共済  
平成  （1イ｝ （ √1イ， 〔H， 一見  一穴J  

実績   
名目運用利回り   

15   ［4．91］2．68［3．84］1．81［4．83］2．00［2．61］   
16   ［2．73］  2．35 ［2．65］ 1．98 ［3．23］ 1．79  ［3．35］  
17  ［6．82］  2．43 ［5．36］ 3．59 ［9．01］ 4．16 ［5．78］  

名目賃金上杵率   
15  △ 0．27  △1．55  △ 0．88  0．24   

16   Jゝ 0．20  0．52  △ 0．56  △ 0∴43  

17  △ 0．17  0．33  0．32  △ 0．09  

実質的な運用］利【〔ラ］り   

15  ［5．19］  4．30 ［5．47］ 2．71 ［5．76］ 1．76  ［2．36］   
16   ［2．94］ 1．82 ［2．12］ 2．55 ［3．81］ 2．23  ［3．80］   
17   ［7．00］  2．09 ［5．01］ 3．26 ［8．66］ 4．25 ［5．88］   

平成16年財」攻再計算上の前程  

（財政計画上のもの）   

名目運用利回り   
15   1．99   

16   1．69  1．50  

17  1．81  1．60  1．60  1．60  

名目賃金1二昇率   

15  0．00   

16   0．60  0．60  

17  1．30  1．30  1．30  1．30  

′実質的な運用利回り   
15  1．99   

16   1．08  0．89   

17   0．50  0．30  0．30  0．30   

往1 孝，【］賃金上昇率は、年齢構成の変動による影響を除いたL昇率である。平成16、17年度の厚生年金以外は、  

賞与を含まない。  

注2 実質的な運用利回りとは、  

（1十名目運用利回り）／（1ト名目賃金上二昇率）1  

は3」」内の数値は、時価ベースのものである。  

托4 厚生年金の財政計画上の平成17年の名目運用利回りは、自主運川分の利「司りの前提（1．6％）に財投預託分  

の運用利回りを勘案して設定した数値である。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

（2）平成17年度末の積立金   

最初に平成17年度末の積立金の実績と将来見通しを再度まとめておくと次の図表  

3－4－2のとおりで、各制度いずれも簿価ベースでも時価ベースでも実績が将来見通し  

を上回っており、承離の割合は、簿価ベースでは国共済が1％未満、地共済と私学共  

済が2％台であるが、時価ベースでは、厚生年金を含め各制度とも 5～10％程度とな  

っている。  

図表3－4－2 平成17年度末積立金の実績と平成16年財政再計算における  

将来見通しとの蔀離状況  

江1：［］内の数値は、時価ベースのものである。  

往2：厚生年金の積立金の実績は、厚生年金基金の最低責任準備金などを加えた財政再計算ベースのもの（第3  

節で「実績推計」としていたもの）である。  

注3：平成16年財政再計算の将来見通しにおける平成17～20年度の基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担に  

ついては、平成16年改正に基づき各制度とも拠出金の（1／3＋11／1000）相当額として見込まれているが、  

その後の制度改正により当該国庫・公経済負担が引き上げられていることから、平成17年度末積立金の  

将来見通しは、実績との対比のため引上げ分の加工を行った数値であり、年金数理部会にて推計した。  

（3）帝離の発生要因別分解方法   

平成17年度末の積立金実績が平成16年財政再計算における将来見通しと帝離した  

要因として次のものを考え、それぞれが寄与した分を計算する注1。  

○平成16年度末の積立金が将来見通しと異なっていたこと注2  

0平成17年度の「運用収入以外の収支残」注3が将来見通しと異なったこと  

○平成17年度の名目運用利回りが将来見通しと異なったこと  

注1 各要因が平成17年度末の積立金の将来見通しとの帝離に与えた寄与分の計算方法は、章末の  

補遺2参照のこと。本節で行う各要因の寄与分の計算は、補遺2で示した算式・計算順によった  

場合のものである。一般に、寄与分の計算は計算の仕方によって結果が若干動くことがあること  

に留意されたい。  

注2 各制度の将来見通しは、平成17年度以降に関し作成されているので、平成16年度以前の帝  

離の寄与の内訳までは遡らなかった。  

注3 運用収入以外の収支残とは、運用収入以外の収支項目でみた収支残のことである。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較   

なお、今回の積立金の釆離分析は、平成16年財政再計算に基づく、ド成17年度末にお  

ける範離に関するものであり、平成11年財政再計算に基づく前年までの報告（平成i6年  

度末までの積立金の席離分析）とは前提が異なることに注意が必要である。特に、本年報  

告の平成16年度末積立金の将来見通しは、n成16年財政再計算による新しい将来見通し  

であり、平成11年財政再計算に基づく前年報告とは異なる。  

（4）帝離分析の結果  

（帝離の大部分は、名目運用利回りが将来見通しと異なったことにより発生）   

図表3【4－3は、後述する詳細な帝離分析の結果のうち、積立金の範離の主な要因と  

して、、仁成1‘7年度の名「1運用利回りと、それ以外の要因にまとめたものである。平成  

17年度末の積立金実績が、持戒16年財政再計算における将来見通しを目口】った蔀離の  

大部分は、牽．【1運川利回りが将来見通しと異なったことにより発生したものであるこ  

とがわかる。  

図表3－4－3 平成17年度末積立金の実績と平成16年財政再計貸における  

将来見通しとの乗離に対する主な要因の寄与分  

将来見嫡し／とノ〕乗離レ）軽生要閃   l草生年金   国共済＋地♯済  国共済   拙技済   私  と共済   

17年席末稽立金〔′）相乗見通∵ヒ  －  －  －  －  ・ l  ・  ・  － ■   

10．：］  J）乗離  

名目運用利回り  L7．2］  JO，97ヰ1  1．058   L3，2U巳］  丁，49b  Lご7．77ココ  845   ＝，330］   

名目連用利回り以外  しこi．0」  1，7日8 【10．5：う11   ∠二 b85  「1∴臼巳］  ∴15二i 〔9，2－19j  62  「1，1ごb  

名目貸金上昇率以外し′）経済   ’二、0．こi  ′＼、ゝ177  L△i73 ∠ごゝ9b   し∠＼リコj  
要素（再掲）  

∴ 二j8ご  しユ 3射1   ‘二 5日   ＼ゝ こ＝  

人口要素等（再掲）   L∠二10．b  ／′二、ゝ 53ご ［∴115」  ∧．4b5  し二、＼10b」  へ＼．67    へ、9」  ∠ユ 3  

も目運用   回り   71」  s3  し′D  2Sこi  L75」  リ3  「54］   

名目運用利回り以外  ごリ1  17  ［25j   八 川3  5  L巳5」  
Lコリ  ／  「46］  

名目貸金L幹事以外〃）経済  ：il  ▲ 5  △ ユ】  ∠人†ゝ コb  

要素（再掲）  
L」Å」ノ  ムI  LJ二ゝ1  ∠ユ tう  L′ノ＼ゝ コ1  

／、口要素等（再掲）  ＼b」  ム 5  △ Ul  △1コ1  し△ご1  ム1   ［△ 0  △ 0  「1」   

は：1内の数値は、時価ベースのものであるし「  

（「運用収入以外の収支残」の寄与がマイナスであることには留意が必要）   

「運用収入以外の収支残」が将来見通しと異なったことの寄与一は、各制度ともマイ  

ナス 仁科或1’7年度末積立金を減らす方向に作用）となっていることには留意する必要  

がある。この要因としては、制度によっては、被保険者数が将来見通しよりも少ない  

といった人「l要素も考えられる。人口要素については、将来見通しと乗離した場合、  

ただちに将来見通しの水準にまで復帰するとは考えにくく、この蔀離は今後も続くこ  
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とが予想される。この部分のマイナスは今後も続くことになり、財政にマイナスの影  

響を与え続けることになるからである。  

図表3－4－4 平成17年度末積立金の実績と平成16年財政再計算における  

将来見通しとの蔀離に対する各発生要因の寄与分  

将来見通しと〝）帝離の発生層堰  厚生年金l  国共済＋地共済  l  国共済  l  地共済  】  私学共済   
17年席末積立金の将来見通しと♂）乗離  兆円  す曾円  †疇円  惟円  †轡円  憺円  憺円  億円  憎円   

（再掲 実績掃来見通し）  「10．21  10．323  「41．5051  374   「4．4841  9．949  「37．0211  907  「2．4561   

16年席末楕立金  「3．81  2．686  「11、0311  △146  「1．463‘1  2．831   「9．5691  120  「l．1541   

17年厚  （発生要田び）寄与分計）  ［6．4］  7．637  ［30．474］  519   「3．022】   7．118  ［27、452］  7日7   ［1．303］  

名目運用利回り   【7．21   8，555  ［30，974」  1．058   ［：i，202］   7．496  ［27，772］  845   ［1．330］  

運用収入以外♂）収支殆   「△0．91  △918  「△ 5011  △ 539  「△1日01  △ 379  「△ 3201  ∠亡 58  「△：拍1   

17年贋大領立金〃）将来見通しと〟）燕離を100  
とした構成比  

「1001  100  「1001  100  「1001  100  rlUUl  lOU  rlOOl   

16年席末確立金  
「371  26  「271  △ 39  「33】  28  「261  13  「471   

17年摩  （発生要医け）寄与分計）  ［63］  74  ［73］  13リ  L67〕  72  ［74］  87  ［53］  

名目運用利回り   
「71］  臼3  ［75］  283  ［71］  75  ［75］  93  「54j  

運用収入以外の収支稚   「△81  △ 9  「△11  △144  「△41  △ 4  「△11  上⊥（i  r△11   

注：［］内の数値は、時価ベースのものである。  

（実質的な運用利回りが将来見通しと異なることによる寄与はプラス）   

「名目運用利回りが将来見通しと異なること」の寄与分をさらに、   

○実質的な運用利回りが将来見通しと異なったことの寄与分   

○被用者年金全体の名目賃金上昇率が将来見通しと異なったことの寄与分（実質的  

な運用利回りは将来見通しどおり）  

に分けた。また、「運用収入以外の収支残が将来見通しと異なること」の寄与分につい  

ても、   

○孝，目賃金上昇率が将来見通しと異なったことの寄与分   

○名目賃金上昇率以外の経済要素注1が将来見通しと異なったことの寄与分   

○人口要素等が将来見通しと異なったことの寄与分  

に分けた注2。  

注11）保険料収入に影響する当該制度の1人当たり名目賃金上昇率と、再評価率表の改定幅（年金   

額の賃金スライド）を規定する全被用者年金でみた1人当たり名目賃金上昇率の差、2）全被用者年   

金でみた1人当たり名目賃金上昇率と毎年の年金改定率（物価スライド率等）の差の2つからなる。   

なお、運用収入以外の収支残に実質的な運用利回りは影響しない。  

注2 計算方法の詳細は章末の補遺2参照のこと。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

図表：う45 「、n戒」7隼度未積立金の美績と  

、1（成16牛財政再計算における将来見通しとの釆離状況」  
における分析の流れ  

；…l∴‥■1二十．．．∴∴   
結果は次の図表ニト1－6のとおりである。、ニの要「天1分解〝）結果によると、  

1） 名【】賃金上汁ヰが平成16 隼財政再計算における将来見通しと異なったことの寄   

fノーは、マイナス（、自戒17隼度末梢、【／二金を減らすノブ「こー］に作用）であったこと  

2）財政比較の卜で意味のある実質的な運用利回りが将来見通しと異なったことの寄   

与は、プラス（、巨成17牛度末梢、∫／二金を土円すノノIFりに作川）であ／⊃たこと  

3） 名F］連用利回牒が将来見通しと異なったことぴ）ノ寄与がプラスとなっているのは、   

2）のプラスが1）ぴ）rアイナスより人きかったためであること  

1）連用収入以外ゾ）収支残が将来見通しと異なったことによる釆離は各制度ともマイ   

ナスであるが、内．沢をみると、悍乍二勺三金と国共済は人l】要素等の要一大け）ノノが大きく、   

地共済と私学共済は名［‡J賃金上汁二率以外（ハ経済要素C7）要区け）ノノが人きいこと  

などがわかる 

なお、時価ベースでの要［可分解の結果は、［］内に示しているが、′夫矧′】勺な道川利  

［司りが平成16隼財政再計算における将来見通しと異なったことの寄与は、厚隼年金以  

外では簿価ベースでの結果より小さくな／⊃ている 

名＝賃金卜針子ミ以外の経済要素が異なったことによるノ∠子メナがマイナスなのは、牛金勧  

の改定がなかった影響などが考えられる、1  
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図表3－4－6 平成17年度末積立金の実績と平成16年財政再計算における  
将来見通しとの乗離に対する各発生要因の寄与分  

1ミ子来見通しとの水離の登／巨農㈹  lワニ′い半金I l椚l誹十地」lこi斤 l  困往済  他丹済  払ぃ几済   
」い】  †声】J  †ト」  「r」  し＝  r  †】  t】  †」  

⑥17年度末穣立金の将来見通しとの車離  
［10．2］  10．323  ［41，505］  374  ［4．484］  9．949  ［37．021］  90了  ［2，456］   

①16年度末積立金の奉離分  ［3－8］  2，686  ［廿031］   △146  ［1，463］  2．831 ［9．569］  120  ［1．154］   

（17年度に係る発生要因の寄与分計）  ［6．4］  7，637  ［30474］  51g  ［3．022］  7．118  ［27．452］  787  ［1，303］   

②名目運用利回リ  ［7．2］  8，555  ［30974］  1．058  ［3．202］  7．496  ［27．772］  845  ［1．330］  

実質的（亡運J†挿」【「－】り   Lリ．7  1う∴lhl 「：与7，8日′1］  コ∴‡50  【l．拍打   1こi．111  日ミニう∴け浴  1∴与2   l，H〔汀］  

L′、2．51  ′＼1†い）り〔i ：＼、6∴封井1  17                                                          γ－＝賃金上汁や  1、コリ2 「∫′＼1∴用イて＋＋∠ユニ㍉15 ［△5，（う15二    ご上l‘て   ニ177］   

隼  ③運用収入以外の収支残  ［△0．9］   △918  ［△501］   △539  ［△180］   △379  ［△320】  △ 58  ［△28］   

度    名F」賃金上汁や   ［r）一1  〔）2  ［H7］  」1  ［】T］  7（）  「7り〕  i  ［：i  

名F二1賃金1～十手i以外げ）経済要素   り∴う」   ∠＼▲ ′177  【′＼、17こう」  t）fう  【∫亡ゝリ2  、旺ほ  ［∠∴！Hl］  △1H    △ 57］  

人＝要素笥   「∧ り．（う］   △ 5：！2   に＼Ⅰ】51     Ⅲ5  「t′10日  ∠＼ユ（う7  射  う  Lコ7」   

17年度末積立金の将来見通しとの帝離を100とした構成比  

将来見通Lと（ノH匡離山～糾二要因  厚′川二条l 国几二済＋他ハ済 l  国井済  地八済  杵ト巨済   

⑨17年度東棟立金の将来見通しとの帝離  
［100］  100   ［100］  100   ［100］  100   ［100］  100   ［100］   

（弟16年度末積立金の帝離分  ［37］  26  ［27］   △39  ［33］  28  ［26］  13  ［47］   

（17年度に係る発生要因の寄与分計）  ［63］  74  ［73］  139  ［67］  72  ［74］  87  ［53］   

②名目運用利回リ  ［71］  83  ［75］  283  ［71］  75  ［75］  93  ［54］  

′美質的な運川利【叫り   【～）5］  150  「射］  62‡）  「1り0  132  「リ0二  11日  L71］  

ロ                                                                         γ】11債金卜杵ヰ主   ［△ 2】二  △ し；7  ［△171   △ こ5川  ／：ゝ 29  ∠二 56  ［∠ゝ15］   △．「：う   △ Ⅲ］   

隼  ③運用収入以外の収支残  ［△8］  △9  ［△l］  △144  ［△4］  △4  ［△1］  △6  ［△1］   

度    名＝賃金l．片ゃ   ［1二  1  【uI  G  01  1  こ0「  り  ：0二  

名‖堵金上月率以外〝）経済■安東   L△：ミニ  △5  ［△1］   △2（う  ［△2  △】  L△l  ′：ゝ（う  △幻  

人LJ要素つ宗   ∴へ 61  ／′＼5  【∠二 0】  ′㌧12′1  L／′、＼．2  ′へ1 「′：ゝ（〕1  J＼り  し1」   

注：［］内の数値は、時価ベースのものである。  

（5）「実質」でみた財政状況   

図表3－4－6からもわかるとおり、平成17年度末積立金の実績が平成16年財政再計  

算における将来見通しを上回ったのは、名目運用利回りが将来見通しをヒ回ったため  

である。公的年金では、保険料や給付費が長期的には概ね名目賃金上昇率にはじて増  

減する往ことから、積立金がこの要因によって予測から蔀離しても、実質賃金上昇率等  

が変わらなければ、長期的には概ね財政的に影響はないと考えられる。   

そこで、平成17年度における蔀離について、財政的にあまり影響がないと考えられ  

る部分である「孝一目賃金上昇率が見通しと帝離したことの寄与分」を除いて、実質ベ  

ースでの乗離状況をみることとする。すなわち、名目賃金L昇率の違いを除いた場合  

の推計値と実績の積立金の範離について、平成17年度における名目賃金上昇率以外の  

3要因でみると、図表3－4－7のようになる。各制度とも、実質的な運用利回りが将来  

見通しを上回ったことの寄与は、概ね大きくプラスとなっている。さらに、それ以外  

の2つの要因の寄与も加えた合計でみると、例えば厚生年金では実質的な運用利回り  

による9．7兆円のプラスが、その他の要因合計のマイナス0．9兆円を上回り、8．7兆  

円のプラスとなるなど、各制度とも財政影響はプラスとなっている。これは、年金財  
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政の観点から見れば、実績の方が将来見通しよりも良い方向に推移していることを意  

味している。  

往 年金給付費に対する賃金上昇率、物価上昇率の影響については、章末の補遺5参照のこと、、  

図表3－4－7 平成17年度末積立金の実績と平成16年財政再計算における  
将来見通しとの帝離に対し、実質的な運用利回りや  
人「1要素等が将来見通しと異なったこと等が寄与した分  

」ヰ采見通しノ ヒし′）乗恥Lハ筆生誓書  年生年庵 l  国＃藩1地車済  l  国共済  l  地共済  l  た†、芋♯藩   
■  ■  一  巴  ・■■  ■  ・  

ア 用年度末積立金の葦離分  【3．8］  2．686 ［11．03り  △川6  【り63］  2ぷl ［9．569］   120   い．154］   

実質的／上溝開削耳り   9．7二 15，4bl り7，8銅］  ご，350  【4，4961 13，111 二33．388   】，322   1，807 

17  U．3 177   qiJ 96  ［∠？〉．9コ」 ご二38ご   ∠＼381   ∧58  へ57」   
年  
曹  ／、コ要素等   ［∠二0．61 ム532 ／へ．115」 ∠：上465 「ごゝ106」  八67  ユリ   △3  しご7j  

イ 上3つの寄与分の計   ［8．7】  t4．ヰ52  ［37．296］  1，丁90  ［4，299］ 12．郁2  ［32，998］  t，2引  ［1．777】   

寄与分ア～イの合計を1【抑とした構成比  ％  ¶ 
ア16年度末で将来貴慮しと1なったこと  ［30］  16  ［23］   △9  ［25］  18  ［22］  9  ［39】   

二幸質的／亡運用利匡丹   i7 90  ［78  143  78］  85  78】  96  ［6ご 

ロ  ∠＼3 △3   「△1  △6   △ご1   △2   
年＝  

∧1」   △4   「△2 

篭  ／、ロ要素等   △5  △3   「△ 0 ∧28   へ」）  △0  0」  △0  1 

イ 上3つの寄与分のI†   ［70］  84  【丁7］   109  ［75］  82  ［78］  91  ［6り   

i′i 内の数値は、時価ベースのものである 
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図表3－48 平成17年度末積立金の実績と   
平成16年財政再計算における将来見通しとの蔀離状況  

【将来見通しを基準（＝100）にして表示】   

図表34－8の見方  
○ 各制度の図の右端の棒グラフ（名目賃金上昇率の違いを除いた場合の推計他）は、左端の棒グラフ（平成16  

年財政再計算における財政見通し）について、名目賃金1二昇率を財政再計算の前提から実績の数値に置き換え  

て凱＝した場合の17咋度末積く／二金の推計値である。   

○ 中央の棒グラフ（実績）とん端の棒グラフ（推計伯）の高さの差分は、平成17年度未積1ナ企についての某紙   

と将来見通しの実質ベースの乗離を示し、図表3－4－7の「寄与一分アとイの合計」に 一致する。  

図表の見方 《例》  

実質ベースの帝離を示す。  
105  

100  【  
の素敵  

95  

90  

85  

80   

将来見通し  実績  
O「実績」と「名目賃金上昇率の違いを除いた場合の推計値」の差が、                           実翼づ－ス  

名目賃金上昇率の違い  
を除いた場合の推計値   

厚生年金［時価ベース］  

将来見通し  実績  名目賃金上昇率の違い  
を除いた場合の推計値  

国共済＋地共済［簿価ベース］  国共済＋地共済［時価ベース］  

将来見通し  実績  名目賞金上昇率の違い  
を除いた場合の推計値  

将来見通し  実績  名目賃金上昇率の違い  
を除いた場合の推計値  

国共済［簿価ベース］  国共済［時価ベース］  

将来見通し  実績  名日賃金上昇率の違い  
を除いた場合の推計値  

将来見通し  実績  名日賃金上昇率の違い  
を除いた場合の推計値   
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地共済［時価ベース］  地共済［簿価ベース］  

卜
卜
 
 

m■L 
銅  
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．  
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0
 
 
 
 
 
 
「
〕
 
 
 
 
 
 
∩
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将来見通し  実績  名目賃金上昇率の違い  
を除いた士烏合の推計値  

私学共済［時価ベース］  

1076  

私学共済［簿価ベース 

95 」  

1  
将来見通し  実績  名目賃金上昇率の違い  

を除いた場合の推計値  
将来見通し  実綿  

（：参考）実質ベースの垂離への寄与分  【将来見通しを基準（＝100）にして表示】  

（「平成17隼度末積立金の実績」伸央び）棒グラフ）と「名ト1賃金仁与ヤ率〃）違いを除いた場合の積立金の  

推計伯」（イJ▲端の棒グラフ）〝）■‡‘Jiさ〝）差分（実質ベースの弟離）について、実質的な運用利［口1りや人［‡  

要素等が将来見通しと粍なったこと1引こよる箸：／パ〉）  

臼平成16年度末で将来見通しと異なったこと  

口実質的な運用利回りが異なったこと（平成17年度）  

□名目賃金上昇率以外の経済要素が異なったこと（平成り年度）  

□人口要素等が異なったこと（平成17年度）  

△01△01  

地共済  私学共済  厚生年金  国共済＋地共済  国共済  

注 数値は、時価ベースのものである。（凶衣：ト47の卜段参照）  
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